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会長挨拶
第６７回租税研究大会開催にあたり

公益社団法人日本租税研究協会会長

三木 繁光
（株式会社三菱東京UFJ 銀行特別顧問）

会長の三木でございます。この度西田前会長
の後を受けまして，会長に就任いたしました。
微力ではございますけれどどもどうぞよろしく
お願い申し上げます。
本日は，第６７回租税研究大会開催にあたりま

して，多数の皆様にご参加いただきまして，心
から御礼申し上げます。
特に，財務省主税局田中参事官兼大臣官房，

総務省青木自治税務局長には公務ご多忙ななか，
パネリストとしてご出席いただきまして，誠に
ありがとうございます。
また，ご出席の皆様方には常日頃，租研の活

動に支援・ご協力を賜っておりますこと，本席
をお借りいたしまして，あらためて深く御礼申
し上げます。
安倍政権の発足以来，日本経済はアベノミク

スによりまして停滞から回復に転じ，デフレ脱
却と経済の再生に向けて着実に前進しているよ
うに思います。
しかしながら，今後，日本経済が持続的な成

長を実現するため，思い切った成長戦略を実施
するとともに，規制改革などの構造改革を早期
にかつ確実に実行していくことが重要でありま
す。
わが国の長期債務残高は，平成２７年度末には

１，０３５兆円（対GDP比２０５％）と見込まれ，歴
史的，国際的に最悪の水準となっています。財
政健全化を確保することが，社会保障制度等を
維持しつつ，経済の持続的成長を続けていくう

えで欠かせません。
長期債務残高の累増に歯止めがかからなけれ

ば，わが国財政は持続不可能な不測の事態に陥
る懸念があります。
このため，財政健全化目標を実現するために，

経済財政一体改革に集中的に，一段と強化して
取り組む必要があります。
歳出面においては，今後も社会保障費は拡大

していくことが見込まれますので，社会保障制
度の思い切った重点化・効率化・適正化によっ
て給付の抑制を図る必要があります。
歳入面においては，平成２９年４月に予定され

ております消費税率の１０％への引上げの確実な
実施はもちろん，さらなる消費税率の引き上げ
を含めた新たな税収を確保することが必要だと
考えております。
財政健全化への改革を確実に実行することに

よって，国民からの信認のみならず，日本に対
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する国際的な信認を得ることが必要であります。
政府は，経済社会の構造が大きく変化する中，
税体系全般にわたるオ―バーホールを進めてお
ります。
所得税制については，税収調達機能や所得再

分配機能が弱まっており，その機能の回復につ
ながる所得税改革となることを期待しておりま
す。
法人税改革については，政府は，成長志向の

法人税改革を進めるべく，数年で法人実効税率
を２０％台まで引き下げる方針が示されています
が，その道筋を明確にし，かつ早期に実施する
ことが重要だと考えています。
法人税改革は，日本の立地競争力の強化，日

本企業の国際競争力を高めることを目指すもの
であり，そのためには少なくとも国際的に調和
のとれた税制とすることが重要です。
とくに，イノベーションによって経済の基盤

を強化し，国際競争力を確保，拡充していくこ
とが何よりも期待されます。そのためにはイノ
ベーションの創出を促進する税制措置が重要だ
と考えております。

私ども租研は，民間の立場から，税・財政の
問題を調査・研究し，毎年，中長期的な課題を
含め，あるべき税制改革について，提言を行っ
ております。
当協会ではこれまでも成長戦略と財政の健全

化，社会保障制度改革を一体的に推進するため
には，「経済活力の強化」と「安定財源の確保」
を基本として，税制改革への取り組みが必要で
あると考えています。
そういった意味では，消費税率の１０％への引

き上げの確実な実施，法人実効税率の２０％台へ
の早期の引き下げ，経済社会の実態の変化に即
した税制改革への取り組みが重要です。
私どもは，中長期の財政健全化目標を達成す

る確固たる姿勢を示すことによって，国際的な
信認を高め，同時に，経済成長戦略を早期かつ
確実に実行することにより，この歴史的転換点
を乗り越え，新たな「日本」が創造されること
を期待しています。
本東京大会におきましては，午前中の井堀教

授，明日午前の岡村教授からの研究報告と今か
ら開催します討論会「税制改革を巡る現状と課
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題」，明日の「国際課税を巡る現状と課題」
と，２つの討論会を予定しております。
ご参加いただく皆様は税制，財政に精通され

た方々ばかりでございますが，大変有意義なお
話を伺えるものと思います。皆様とともに大き
な期待を込めて拝聴したいと存じます。

最後になりましたが，ご出席の皆様方の今後
ますますのご発展をお祈り申し上げますととも
に，当協会の活動につきまして今後ともご支援，
ご協力をいただきますよう切にお願い申し上げ
まして，私の租税研究大会開催に当たっての挨
拶とさせていただきます。
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１．はじめに

今日のお話のテーマが，「財政再建と消費税
増税」です。どちらのテーマもあまり明るい話
ではありません。それだけ日本の財政状況が厳
しいということです。

２．財政健全化戦略

政府の財政健全化戦略のスケジュールは，資
料２のようになっています。去年の４月に消費
税が５％から８％に引き上げられました。それ
で，ご存じのように本来であれば２０１５年１０月よ
り８％から１０％に上がる予定でしたが，昨年１２
月に政府は消費税再引き上げを延期して総選挙
をやりました。再引き上げの時期が延期され
て，２０１７年４月から引き上げられるというのが
今のスケジュールです。
それで，今年の２月に内閣府で中長期の財政

健全化の試算が出て，今年の夏ごろ諮問会議等
でいろいろ議論が行われました。一応今の目標
ですと，今年度の予算でプライマリーバランス
（基礎的財政収支）を２０１０年の時期に比べて半
減するというのと，それから２０１８年にプライマ

リーバランスのGDP比が１％になるようにし
ます。そして２０２０年にそのプライマリーバラン
スの収支を均衡させるという目標を達成させま
す。さしあたって，２０１８年がいわゆる財政健全
化の中間目標で，２０２０年がプライマリーバラン
スを均衡化させるという意味で当面の財政再建
戦略ということになっています。ただ，２０２０年
以降に関してはまだ具体的な財政再建の目標と
いうのは想定されていません。
資料３は，日本の財政状況のグラフです。太

線が日本で，これは基礎的財政収支ではなくて，
通常の利払い費も含んだ財政赤字の対GDP比
の推移です。他の国も財政状況が悪いときもあ

９月１６日�・午前報告

井堀 利宏
政策研究大学院大学教授

財政再建と消費税増税
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ります。特にリーマンショックの後は多くの国
で悪くなりました。その後，他の国はリーマン
ショックの後財政状況がかなり好転しつつあり
ます。日本はリーマンショックの後，財政状況
が悪いままずっと続いているという状況です。
資料４は公債残高の対GDP比で，借金の残

高のGDP比が国際的にどうなっているかとい
うことを示しています。太線で示した日本の状
況は，２００％を超えて２３０％ぐらい，GDP比の
２倍以上の規模の借金を抱えています。他の先
進諸国，G７の国は，傾向としてはほぼ横ばい
か，若干上昇傾向ですが，それでも日本ほどに
は高くありません。イタリアと日本は，実は
１９９０年にほぼ同じ１２０％を少し超えたぐらいで
した。G７で一番財政状況の悪い国はイタリア
です。ただ，イタリアもその後は公債残高の
GDP比で見るとほぼ横ばいで，最近若干上昇
しています。
日本は，リーマンショック前の景気のいいと

きに少し下がりましたが，１９９９年からほぼ一本
調子で上がっています。公債残高のGDP比を
見ると，ギリシャよりも状況が悪く，世界で飛
びぬけて日本の財政状況は悪いです。

３．社会保障関係費の増加と税収
の減少

なぜ日本の財政状況が悪くなったかというこ
とには，２つの要因があります。資料５は１９９０
年と２０１４年の歳入・歳出の内訳です。１９９０年と
いうのは，１９８０年代の景気がよかった時期の直
後，或いはバブル期が一番絶頂の時期で，税収
も非常に増えて財政状況はよかったのです。こ
のとき，いわゆる赤字国債の発行から脱却しま
した。１９８０年代の財政再建目標というのは，赤
字国債からの脱却です。公共事業に回す建設国
債以外の経常的な経費に与える赤字国債という
のは，財政法で原則禁止になっていますから，
それをやめようというのが１９８０年代の財政再建
目標で，それが１９９０年代に達成されました。

日本のここ数十年の歴史の中では，一番財政
面でみればいいときです。そのときと２０１４年と
の違いを比較すると，１つは税収が５８兆円から
５０兆円になったということです。バブルの絶頂
期の税収から比べると，２０１４年は税収がそんな
に増えていません。これは，経済が低迷して税
収が増えないということと同時に，景気対策と
して減税しましたので，両方の効果で税収が増
えていません。
一方で歳出が増えています。歳出増加のうち

で一番大きなものは，社会保障費です。これは
３０兆円を超えています。公共事業等の他の歳出
は，ここ２５年の間であまり増えていません。地
方への交付税や補助金もあまり増えていません。
大きく増えたのが社会保障費で，２０兆円程度増
加しています。従って，税収が減って社会保障
費が増えたので，結果として日本の財政状況が
悪くなっているということです。
その社会保障費が増えているのは，ご存じの

ように高齢化の要因が大きいです。資料６は，
平成に入ってからの社会保障全体の金額の推移
です。社会保障というのは年金と医療と介護で
すが，大きな部分は医療と年金です。医療も年
金も保険制度ですから，基本的には国民は医療
保険に全員加入します。年金も２０歳以上の人が
保険料を払います。保険制度なので，基本的に
社会保障というのは保険料で賄うのが筋です。
しかし実は保険料では医療，年金その他の介護
も含めて給付をカバーしきれなくて，その差額
が国庫負担で国が税金で埋めています。国庫負
担の３１兆円というのが，先ほどの資料５の国の
財政の社会保障費に対応しています。保険料で
は足りない社会保障給付を国が公費としてカ
バーしています。これが，増加しています。保
険料はあまり増えていません。本来保険料で賄
うはずの年金や医療が，保険料だけでは賄えま
せん。保険料は基本的には給与所得に対応して
いますから，なかなかGDPが増えず，給与所
得が増えないと，その一定割合が保険料になり
ますので，保険料もそんなに増えないわけです。
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一方，高齢化で年金給付や医療サービスを受
ける方の数は増えていますから，どうしても給
付が増えるので，その差額分を国庫負担で埋め
ています。ただ，国庫負担のために別に税金を
新しく取っているわけではないため，国庫負担
のかなりの部分というのは財政赤字で借金に回
っているという構図です。

４．「中長期の経済財政に関する
試算」の概要

この状況を何とかしようというのが政府の財
政再建戦略です。最初にお話ししましたように，
今年２月に中長期の経済財政に関して，内閣府
が試算を出しました。資料７が，今の政府の財
政再建論議のベースになっている数字です。こ
れから２０２０年代にかけての日本経済見通しとそ
れに対して財政状況がどうなるのかということ
です。そのときに，増税なり歳出抑制をどうし
たらいいかという話になります。
そのときのポイントは，経済成長率をどう見

込むかということです。資料７は名目経済成長
率のグラフで，２０１４年までは実現値です。２０１５
年は２．７％を予想しており，２０１６年以降に関し
て，政府では経済再生ケースとベースライン
ケースと，２つのケースを想定しています。経
済再生ケースというのは，名目成長率が３．６％
程度で推移し，実質経済成長率も２％確保でき
るというものです。これは，政府の想定してい
るいわゆるアベノミクスの第三の矢の成長戦略
が一応うまくいくという前提で，３％を超える
名目経済成長率が実現できるという前提です。
一方，ベースラインケースというのは，足元

の潜在成長率を直近で見て，日本の成長率の実
力は大体１％ぐらいだと言われており，名目で
１％台半ば，実質で１％台弱ぐらいで経済成長
率が続くもので，改革がうまくいかなかった場
合ということです。
そのときに，国と地方を合わせた基礎的財政

収支は，政策的な経費と税収との差額ですが，

これがどうなるかということです。今は３％ぐ
らいなのですが，これを２０２０年にゼロにすると
いうのが政府の目標です。その実現可能性のひ
とつのポイントは歳出の想定です。歳出の伸び
に関しては，社会保障歳出は高齢化要因で，毎
年１兆円を超える規模で増えます。それ以外の
一般歳出の公共事業や教育，防衛費といったも
のは，物価上昇率と同じ割合で増えるという前
提で推計しています。しかも，この経済成長率
に応じて税収もある程度わかりますから，それ
で計算すると大体このような形になります。
資料８は国・地方の基礎的財政収支の対

GDP比のグラフで，上の線が経済再生ケース
ですが，経済再生ケースであっても２０２０年に実
は財政再建できません。この差額が９．４兆円と
いうのが今年２月の試算です。２０１７年に消費税
は８％から１０％に上げるというのが前提です。
それでも９兆円を超える財政収支が足りません。
足りない分は，歳出のさらなる削減か，さらな
る増税が必要だというのが今年２月の議論です。
資料１０は後で触れますが，今年７月に実は内

閣府が再計算しました。再計算すると若干よく
なり，２０２０年の段階でもう少しよくなって，黒
字にかなり近づき，GDP比で１％規模となり
ます。先程の資料８だと２％近い赤字幅が残っ
たのですが，それが１％ぐらいまで改善すると
いうものです。これは，経済成長による増収を
より見込んだためです。
公債に関しては，経済が再生してうまくいけ

ば，この後公債残高はGDP比で減少します。
ただし，ベースラインケースだと増加します。
従って，経済成長をしっかりやらないといけな
いというのが政府のメッセージです。

５．国における歳出の実績及び見
通し

このときに財務省はその後歳出削減のペース
をもう少し頑張れば，２０２０年の段階でプライマ
リーバランスの均衡がかなり達成できるのでは
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ないかという議論をしました。これはなぜかと
いうと，実はこの２０１２～２０１５年まで，社会保障
歳出を国で見ると，年率で５，０００億円ぐらいし
か増えていないのです。ところが，内閣府の推
計では２０１６年以降は資料１１に書かれているよう
に１兆円のオーダーで増えるという前提になっ
ています。今の安倍内閣以降では，予算編成で
毎年社会保障費はある程度抑制したので，それ
を今後も続ければそんなに社会保障費は増えな
いのではないかというのが，１つです。
社会保障費のその他の歳出は，実はここ数年

間ほとんど増えていないのですが，それが内閣
府の推計では物価がこれから上がるので，物価
上昇率並みに２％ぐらいの伸びを見ています。
日銀は２％のインフレ目標を想定していますか
ら，公式シナリオだと日本の物価上昇率は２％
ということになっています。従って，２％ぐら
い歳出は増えるだろうという前提です。しかし，
今まで名目で抑えていたので，今後も名目で抑
えられるとすれば横ばいになります。社会保障
費増を５，０００億円で抑えて他の名目歳出を横ば
いにすると，トータルの歳出はかなり抑制でき
て，これだけ歳出を抑制できるのではないかと
いうことです。
歳出を抑制できる場合は資料１２に示す程度に

しか歳出は増えません。そうすると，９．４兆円
の隙間があっても，歳出削減をある意味で強力
にやって，しかも経済再生ケースで収入がそこ
そこ増えれば，消費税１０％のときに，２０２０年に
ほぼ財政再建ができるのではないかというのが，
財務省を中心とした財政健全化を歳出削減中心
でやろうという議論です。
これに対して，諮問会議では，歳出削減はや

るとしても，ここまで強力にやらないで，高め
の成長による税収増をもう少し考えて，経済再
生ケースが実現できる場合はなんとか財政再建
できるのではないかという考えです。
それが資料１０の今年７月に改定した試算です。

歳出削減に関しては２月と同じで，高齢化要因
で歳出の社会保障費は増えます。他の歳出は物

価上昇率で増えますので，歳出に関しては特に
踏み込んでいませんが，税収はもっと増えるだ
ろうということで，その税収が増えれば黒字化
にかなり近づくというシナリオができます。だ
から，歳出削減中心でいくか，或いは自然増収
をこれからもっと期待するか，この２つが当然
財政再建には有力です。

６．２０１８年度の再評価

それで，当面は消費税を２０１７年４月に１０％へ
上げて，その後は何とか２０２０年まで大丈夫では
ないかというのが，今の政府のシナリオです。
そのときに，一応２０１８年に再評価しましょうと
いうわけです。２０１８年に，プライマリーバラン
スの赤字１％が達成できるかどうか，再評価し
ましょうということになっています。
問題は，２０１８年に再評価して１％が達成でき

なかったときにどういう対応が取られるかとい
うことです。それに関しては，常識的に考える
と２つのシナリオが考えられると思います。
１つは，２０１８年にプライマリーバランス赤字

１％が達成できないとすると，これは２０２０年に
プライマリーバランスを０％にするのも相当難
しいので財政健全化目標を先延ばししようとい
うことです。２０２０年に無理にプライマリーバラ
ンスを０％にする必要はないのではないかとい
う議論が，当然出てくると思います。或いは，
プライマリーバランスを０％にすること自体目
標としてやめよう，それ以外の目標に変えよう
ということです。具体的には，例えば公債残高
のGDP比を何％にするなど別の形で別の目標
にして，プライマリーバランスではない形で
２０２０年により達成できそうな目標に変えるとい
う方向があり得ます。
それからもう１つは，２０２０年にプライマリー

バランス０％達成のためには，消費税１０％のま
まではもう無理なので，消費税再引き上げを検
討する，増税或いは歳出削減を検討するという
ことになると思います。
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また，２０１８年に健全化目標が達成され，その
後２０２０年にプライマリーバランスが均衡化した
としても，実はそれだけでは十分ではありませ
ん。２０２０年以降のことを考えると，プライマ
リーバランスは黒字にしないと，公債残高を安
定的に引き下げることはできません。そうする
と，２０１８年の段階でこの財政再建目標が達成で
きない場合も，或いは達成できてそれが２０２０年
にもうまくいきそうだとしても，２０２０年代に入
ってからは消費税率の再々引き上げは現実的な
課題にならざるを得ないと思います。仮に，全
てがうまくいって２０２０年に健全化目標が達成さ
れたとします。２０２０年以降は，消費税率が１０％
のままでもどんどん公債残高のGDP比率は下
がると考えて良いでしょうか。これは結構楽観
的すぎるのではないでしょうか。
いずれにしても，２０２０年に入ってくると，

再々引き上げが現実的な課題にならざるを得な
いのではないかということを，これからお話し
したいと思います。

７．消費税率１０％で財政再建可能
か

先ほどお話ししましたように，政府の今の１
つのシナリオは，自然増収で財政再建ができる
のではないかということです。消費税を１０％に
上げるとともに経済財政シナリオが実現すれ
ば，２０２０年にほぼ基礎的財政収支が実現して，
公債残高が安定的に下がります。これは，先ほ
どお話しした資料１７の図です。これが今の政府
の当面の戦略です。経済再生ケースが実現して
いれば何とか行くでしょうということです。
これは，結構厳しいという話をしたいと思い

ます。２０１７年４月に消費税１０％になったとして，
それで財政再建可能かというと，達成のために
は幾つかの前提条件があります。
まず，今まで再三出てきた経済再生ケースで

す。名目３％，実質２％を超える経済成長がこ
れからもずっと続くという高い経済成長が可能

かどうか，これが１つです。２番目は，経済成
長が実現できたとして，政府が期待しているほ
どの自然増収が確保できるかどうかです。３番
目は社会保障費が増えますから，それが本当に
効率化で政府の想定とおり抑制できるのかどう
かです。どうもそれらが怪しいとすると，政府
は楽観すぎる予想をしているのではないか，そ
れは政治的なバイアスがあるのではないかとい
う話になります。

８．高い経済成長は可能か

最初に，高い経済成長が実現可能かどうかと
いうことですが，実現にはかなりハードルは高
いと思います。
まず，長期のことを考えますと，労働人口の

減少の効果は結構厳しいです。日本は少子高齢
化で人口はこれから減少します。特に働く世代
の２０代前半から６０代前半までの働く世代の数が
これからどんどん減っていきます。そうする
と，１人当たりのGDPはともかくとして，日
本全体のGDPを考えると，これはやはり国民
の数が問題になってきます。国民の数，特に労
働人口の数が減少するとなると，高い成長を実
現するのは相当難しいです。そのためには何が
必要かというと，実は生産性です。イノベーシ
ョンが起きないと，労働者の数が減りますか
ら，１人当たりの生産性が増えない限りはトー
タルのGDPを増やすのは難しいです。
高いイノベーションが必要であり，そのため

に，アベノミクスの第三の矢の成長戦略が重要
になります。ただ，アベノミクスの第三の矢の
成長戦略は，さまざまな規制改革を打ち出して
いますが，多くのものは，いろいろな形で，１９９０
年代以降実施されてきています。それが必ずし
も具体的な成長率のプラスには結び付いていな
いので，イノベーションで高いハードルを克服
するのは相当厳しいです。
従って，目標の実現は結構厳しいと考える必

要があるのではないかと思います。その１つの
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例が，最近アベノミクスが地方創生の方にかな
りシフトしている点です。その地方創生という
のは実は経済成長には必ずしもプラスに効きま
せん。どういうことかというと，地方創生とい
うのは基本的に国土の均衡ある発展と対応して
いるので，全ての国民がどこの地域に住んでも
それなりにきちんとした生活ができるというこ
とです。地域的な格差を是正しよう，東京オリ
ンピックで東京だけが発展してもしょうがない，
どこに住んでもきちんと生活のレベルを確保し
ましょうということです。企業は，アジアなど
へどんどん工場を移転していってしまって，地
方の産業がなかなか育たないのですが，そこに
産業をもう１回再生しましょうということです。
これは，ある意味で安心・安全の選好なので

す。どこに住んでいても日本の人が安心・安全
に生活できるということです。それはそれで望
ましいことですが，問題は，それが成長戦略と
両立するかというと，これはまた話が別です。
先進国では大体経済成長率は下がります。中国
も１０％を超える経済成長率が実現してきました
が，この大きな理由は，先進国から進んだ技術
を移転するために工場を誘致することです。要
するに，先に先進国が走っていれば，そこに追
い付くのはある意味で非常に簡単です。
問題は，フロントランナーに立ってしまうと，

そこから先に新しい経済成長を実現するのは非
常に難しいです。日本の経済成長率がだんだん
下がってきたのは，ある意味では自然な現象で
す。その下がってきた経済成長率を上げるため
には，より新しい仕掛けが必要です。アメリカ
でここ１０年ぐらい経済がある程度成長している，
或いは今EUでギリシャの問題があって経済成
長率ががたがたしていますが，それでも通貨統
合の後ドイツをはじめとして経済が成長してい
るのは，かなりドラスチックなことをやってい
るからです。アメリカの場合は，移民をどんど
ん受け入れて，そこでいろいろな摩擦はあって
も，有能な移民の方を中心に，IT関係で非常
に伸ばしています。ヨーロッパも，国境をなく

して，基本的に域内の人の移動の制限をなくし
ていますから，ドイツへ東ヨーロッパ他いろい
ろなところから人が移るようになって，それで
労働も増えて，全体としてよくなります。
それには，結構混乱もあります。従って，最

初から安全・安心で地方も東京も両方豊かにな
りましょうというのは，スローガンとしては非
常に結構ですが，実現するのは非常に難しいで
す。やはり新しい経済成長をするには最初は攻
めて，伸ばせるところを伸ばす，ある意味では
一極集中型でないと新しい経済成長というのは
出来ません。一極集中である程度経済が活性化
したら，その後その果実を日本全体へある程度
配分するという形です。最初は攻めでいって，
ある程度経済が成長した後守りに入るというの
が経済成長の基本的なストーリーです。
日本の場合も，高度成長期は公共事業も，都

市部を中心としたインフラが最初でした。最初
の新幹線を造ったのも当然東京―大阪間です。
その後全体として発展した後で新幹線網を全国
に広げていきました。最近は北陸まで行きまし
たが，最初から北陸に造るわけにはいきません。
最初に攻めの形で全体がある程度経済が発展す
れば，その後守りに入れます。従って，今はそ
ういう意味でアベノミクスの第三の矢というの
は，基本的に攻めではないといろいろな成長戦
略ができないのです。同時に地方創生をやろう
とすると，この２つの両立はかなり難しい。だ
から，地方創生にウエートがかかればかかるほ
ど，経済成長にかなり重荷になってくると思い
ます。

９．生産年齢人口の減少と経済成
長率

資料２０の左上の図は１０年ごとの日本の経済成
長率で横の棒が，日本の経済成長率のトレンド
です。景気の変動はありますが，６０年代は１０％
程度が経済成長率のトレンドでした。それから
だんだん下がってきて，最近はほぼ０％です。
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これはある意味で仕方がない面もあります。日
本が豊かになってきたということです。
それと同時に，資料２０の左下の図は生産人口

の推移です。この棒グラフは，生産人口の数で
横棒は変化率です。生産人口というのは働ける
人口ですが，昔は右肩上がりで増えています。
成長率が増えているのですが，その成長率が下
がってきて，最近は０％を下回り，１９９５年以降
は生産可能人口が減っています。
日本のGDP成長率の低下と生産年齢人口の

減少の２つは相関があります。これを示したの
が，経済成長率の要因分解です（資料２０の右図）。
この就業度変化率は，経済成長率に対してどの
くらい労働人口が効いているかということです。
昔は，経済成長率の１％ぐらいは労働人口が増
えるということで説明できました。最近は経済
成長率の足を引っ張る方向です。将来推計は人
口に関してはできますから，労働人口が減ると
いうことは当然経済成長率をマイナスの方向に
引っ張るということが予想されます。
それを相殺するのが，生産性の伸び率なので

す。これは生産性，イノベーションです。昔は
非常にイノベーションがあり，かつ労働人口も
増えたので経済成長率はプラスだったのですが，
だんだんイノベーションの大きさが減ってきて
います。かつ，人口も減っていますので，経済
成長率はどんどん下がっています。今後，人口
はもちろん労働人口は日本の場合急速に減りま
す。問題は，これを相殺するだけのイノベーシ
ョンが増えるのかということです。政府の見通
しでは，イノベーションがもっと増えるだろう
という前提なのです。その結果として，経済再
生ケースでプラス３％或いは２％の経済成長率
が実現するということですが，そこがどうも苦
しいです。自然体でいくと，実はイノベーショ
ンはあまり増えず，０．５％程度だとすると，人
口が足を引っ張るのは１％を越えますので，単
純に相殺すると２０３０年代では経済成長率はマイ
ナスになるのではないかと考えられます。従っ
て，イノベーションが相当増えない限りは，実

は日本の経済成長率は３％どころかマイナスに
なる可能性が高いです。
資料２１の潜在成長率の推移のグラフのように

内閣府の前提というのは，生産性の上昇率がバ
ブル期並みに高いということになっていますが，
本当にバブル期並みの２％ぐらいの生産性の上
昇があるのかどうかということです。また，資
本投入も，内閣府の推計ですと将来資本蓄積も
増えるだろうということが前提になっています
が，日本の貯蓄率が下がっていますので外国か
ら企業が来ないことにはなかなか資本蓄積も進
みません。生産性もバブル期並みに上がるかど
うかというのは結構厳しいです。
従って，むしろ経済成長率マイナスも考えな

ければいけないのではないかと思います。経済
再生ケースも労働人口が減少していますし，資
本蓄積に関しては貯蓄率が低下していますので
外国から企業が来ないことにはなかなか高い成
長は難しいです。生産性に関しては，イノベー
ションが相当厳しいと思います。
特に労働人口の減少とイノベーションとは多

分相関があります。イノベーションというのは
新しい技術革新なので，これは先進的なものを
輸入する分に関しては特に人の数というのは問
題ないと思うのですが，新しいフロントラン
ナーに立った国が新しいことをやるには，アメ
リカのアップルにしてもグーグルにしても，非
常に革新的なことを考えるのは大体若い人がや
るのです。若い人は変なことをやって失敗する
こともあるけれども，その中でうまく成功すれ
ば急激に伸びてしまうという世界です。若い人
が何か新しいことを考えるためには，その若い
人の中にいろいろなタイプの人がたくさんいて，
相互にいろいろなコミュニケーションを取った
中で新しいアイデアというのが生まれます。日
本の場合は移民が少ないので，同じような考え
方を持つ若い人ばかりになり，その数も減ると，
これはどうしてもイノベーションにはマイナス
です。特に日本の場合は，昔ほどではありませ
んが，相変わらず若い人はいわゆる安定志向で
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す。最近で言うと公務員志向とか大企業志向は
相変わらず変わりませんので，労働人口が減少
し，かつ，日本は移民をなかなか受け入れない
となると，イノベーションというのは結構厳し
いです。そこが重要になっています。

１０．自然増収は期待できるか

それからもう１つ重要な点は，経済成長率が
実現できた場合に，自然増収が期待できるかと
いう租税の税収弾性値です。これはGDPが
１％増えたときに税収が何％増えるかというこ
とです。これを，１の近くと見るか，あるいは
１．５ぐらいとみるかということです。この値次
第で財政再計算のシナリオが変わってきます。
同じ経済成長率でも，租税弾性値を高く見れば
自然増収は高く出ます。消費税は比例税なので，
ほぼ弾性値は１なのですが，法人税の弾性値は，
かなり変動します。最近法人税の弾性値は結構
高いのです。景気が回復するときには，今まで
法人税を払っていない企業が法人税を払い出し
ますから，弾性値は高く出ます。法人税自体は
フラットな税ですが，払っていない企業が払い
出しますと，急に税収が増えます。その意味で
は，景気回復期には法人税の弾性値は非常に高
く出るのですが，ただ，いつまでも景気が回復
するかというと，景気がいいときと悪いときが
交互に実現しますので，経済再生ケースがあっ
たとしても，その中でもいいときと悪いときが
当然あります。
景気が悪くなると当然弾性値は大きく下がり

ますから，中長期的にはそんなに大きな弾性値
は期待できないだろうと思います。しかも，所
得税に関しては，累進度は昔に比べてはるかに
低下していますから，自然増収はあまり期待し
ない方がいいだろうと思います。経済財政諮問
会議では若干高めに見ていますが，自然増収を
高めに見てしまうと，そこで甘めの推計になっ
てしまうという問題があります。

１１．歳出の効率化は可能か

それから財務省の推計で問題になると思うの
は，歳出の効率化の可能性についてです。歳出
の効率化はすべきですが，あまり国民に負担を
求めず，少しだけ改革努力をすれば歳出の効率
化ができると言ってしまうと，これはこれで甘
い推計になってしまいます。
例えば，先ほど紹介した財務省の推計です。

日本の名目成長率は，直近まではほぼゼロイン
フレだったのです。黒田さんが日銀総裁になっ
て２％のインフレを目標にしていますが，まだ
２％は実現していません。政府の目標というの
は，今後２％のインフレが実現するということ
で，経済再生ケースにしろ，ベースラインケー
スにしろ，名目成長率がある程度高いから税収
も増えますという前提なのです。
インフレが起きたときに何が問題かというと，

社会保障費以外の歳出をほぼ横ばいで抑えられ
るかということです。今まではインフレが起き
ていないので横ばいで抑えられたのですが，今
後も横ばいで抑えられるかは結構厳しい話です。
例えば義務教育費ですが，小学校の先生の給

料というのは義務教育費では大きな額を占めて
います。日本の教育費は，子どもの数が減って
いるので自然体でいっても教育予算は減らすこ
とができるのではないかということです。しか
し，インフレが起きれば，当然公務員の賃金も
それなりに上がりますから先生の給料も上がり
ます。一方で子どもの数の減少に伴い，先生の
数を減らせば，トータルで教育費はインフレが
あっても名目歳出をゼロにすることができるの
ではないかという議論は当然成り立ちます。た
だ，子どもの数が減っていても，いろいろ昔と
比べて問題のある子どもが増えていますから，
なかなか教員の数を減らすことはできないかも
しれません。しかも，５０人学級，４０人学級，３０
人学級とクラスの単位を減らしています。１ク
ラスの生徒の数を減らせば，１学年当たりの教
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室の数が増えるため，子どもの数が減っても先
生は減らせないということになり得るわけです。
従って少子化で子どもの数が減ったとしても，
先生の給料を減らして名目歳出を抑えることが
できるかというのは非常に難しい問題です。
公共事業にしても，物価が上がれば資材価格

も上がります。資材コストが上がっても，名目
の公共事業費をこれから５年も６年も名目で一
定に抑えることができるかというと，事業量を
抑制しないといけません。もちろん人口が減っ
ていますから，今までのインフラを全て抱える
ことは必要なくて，現在のインフラの中でも人
がいないところはインフラ整備をやめて廃棄し
ても構わないわけです。そうは言っても，人が
ある程度住んでいる限りにおいては，いろいろ
な自然災害の対応などせざるを得ません。人口
が減ったからといって，公共事業の事業量をそ
れに応じて減らすわけにはいきません。そうす
ると，公共事業の調達コストが上がれば名目歳
出は今までのようにゼロベースで抑制できるか。
抑制することが望ましいこともあり得ると思い
ます。事業量を減らしたりすれば可能ですが，
それはそれで国民にはかなりの負担になります。
そういったことを全くなしに名目歳出増がゼロ
にできるかというと，これは結構厳しいです。
安保法制が今話題になっていますが，安保法

制の是非はともかくとして，尖閣問題等もあっ
て，防衛費はここ数年増加しています。今後，
インフレで防衛費の資材調達コストが上がるに
も拘わらず，あるいは自衛官の給料を上げるに
も拘わらず，名目で防衛費を抑えることができ
るのかというと，これもかなり非現実的な想定
です。そういう意味では，他の歳出もゼロベー
スで抑えるのはかなり厳しいのです。
それから社会保障歳出も，実は２０２０年まで何

とか抑えたとしても，２０２０年以降の方が問題で
す。社会保障歳出に関しては，実は医療と介護
はある程度増えるのですが，年金が増えないと
いうのが政府の公式な見解なのです。これは少
し先になりますが，グラフを先走ってお見せし

ます。資料４２は今後の社会保障費の推計です。
これは２０１０～２０６０年ぐらいの推計ですが，医療
も介護も実は高齢化で基本的には増えざるを得
ませんが，年金は増えないという前提になって
います。年金が増えない大きな理由は，２０１７年
以降マクロ経済スライドが発動されて，年金給
付が１人当たり下がるというのが前提になって
います。今の年金というのは，２０１７年までのあ
と２年間は保険料が徐々に上がるのです。今ま
では保険料が徐々に上がって，保険料が上がれ
ばその分だけ収入が増えます。収入が増えれば
給付の方はそれほど減らさなくても何とか年金
財政が１００年持つかもしれません。
ところが，２０１７年以降は保険料をそれ以上上

げないという前提になっています。２０１７年より
先は，厚生年金や国民年金などの保険料は頭打
ちで上げないということです。２００４年の年金改
正でそう決まりました。それ自体は望ましいこ
とだと思うのですが，問題は，２０１７年以降本格
的にマクロ経済スライドが発動されると１人当
たりの年金給付額が下がるのですが，それが政
治的に実現可能かどうかというのはまた別の話
です。今まで年金があまり下がっていないの
で，２００４年の年金改正の効果はそれほど政治的
に問題になっていません。しかし，２０２０年以降
になって本格的に年金のマクロ経済スライドが
効いて保険料はもう増えませんし，保険料を払
う労働人口も減りますから，収入はどんどん減
ります。アベノミクスが成功して株価が上昇し
て積立金を運用しても，それでも限度はありま
す。積立金が減少して２０２０年以降，年金の給付
水準が引き下げられたときに，政治的にはかな
り抵抗があり，１人当たりの年金給付水準の引
き下げが延期されたり，凍結されたりする可能
性があり得ると思います。そうすると，高齢者
の数が増えますから年金給付は，マクロの額と
しては増えざるを得ません。ここの問題は，政
治的には結構大きいです。最近も実はデフレの
ときに名目的な年金は，本来物価スライド制で
すから，下げるはずでしたが，下げていません。
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年金を下げようと思うと高齢者の方が本当に反
対しますから，今後本当に下げられるかどうか
だと思います。
それから，医療も，現在の推計というのは現

状の医療費をベースに想定しているのですが，
最近の医療技術は大幅に技術革新が進んでいる
ようです。最近のいろいろなニュースを見てい
ますと，医療技術が非常に革新して，ここ数年
遺伝子レベルで進み，平均寿命１００年がそのう
ちやってくるのではないかという話です。今や
日本は８０年，９０年ぐらいで世界のトップを走っ
ていますが，あっという間に平均寿命が１００年
になるという長寿化が実現します。そのために
は，iPS 細胞にしても何にしても，相当の医療
コストがかかります。医療技術の革新で今まで
難病とされていたがんなどが治り得る状況がか
なり技術的には可能になってきます。それには
相当なコストがかかります。しかも，それを国
民全般に適用するとなると，医療費は想定以上
にかかる可能性があります。これをどうするか
というのは非常に大きな問題です。
今の推定ですと，８０歳以上で１人当たりの医

療費は増えるのですが，実は今後もっと増える
のは介護です。介護費用も，財源的には非常に
問題です。現在は４０歳以上の人が介護保険料を
払っていますが，それでは全然足りなくなりま
す。これから団塊の世代が８５歳以上になってく
ると，介護費用は飛躍的に増えます。
そうすると，経済成長率や自然増収に関して

は楽観的な推計で，しかも社会保障費あるいは
その他歳出に関する抑制もかなり厳しいとなる
と，どうも全体としてはかなり楽観的なのでは
ないでしょうか。これは非常に大変で，この問
題は結構これからの財政問題を考えるときに深
刻な問題になると思います。

１２．楽観過ぎる予測

往々にして，今までの政府の財政再建議論と
いうのは楽観的過ぎたのです。これはなぜかと

いうと，財政再建の議論というのは国民にとっ
て負担なので，どうしても景気が悪いときに財
政再建の議論はできず，景気がよくなり始めて
財政再建の議論ができます。景気がよくなり始
めると，今は景気がいいのだから，当然これは
日本の潜在的な成長率が高くなったと考え，今
後もこの成長率が続くと思うのです。今回の経
済再生計画もそうです。しかし，景気というの
はいいときと悪いときがあるので，景気がよく
なるとその後当然悪くなります。要するに，ト
レンドとしての潜在成長率が上がったのではな
くて，トレンドの上下で上がったり下がったり
するのが景気なのです。景気循環はサイクルな
ので，在庫循環のようにいいときもあれば悪い
ときもあるのです。景気がよくなったからとい
って，それは必ずしも潜在的な成長率が上がる
ということではありません。
直近の景気回復を，潜在的な成長率の上昇と

思いこみ，その後で景気が後退して困ってしま
うという状況です。資料２６で示すように今まで
の財政再建論議を見ますと，９０年代に景気がよ
くなってきて，財政再建の議論をしました。そ
の後景気が悪くなって駄目になりました。こう
いう形でこれから経済が成長しますと予想を組
んだのですが，実は経済は悪くなりました。
２０００年代も骨太２００６を策定する際には，２０００年
代前半にある程度景気がよくなったので，財政
再建シナリオを描いて，この後また経済が回復
するだろうと思ったのですが，リーマンショッ
クもあって駄目になりました。その後も景気が
よくなるときに東日本大震災もありました。
今回も景気がよくなって財政再建の議論が始

まっています。今までの例を見ると，景気がよ
くなったときに右肩上がりの見通しを立ててい
るのですが，立てた途端に景気が悪くなります。
今回も立てた途端に景気が悪くなるかどうか分
からないのですが，リーマンショックのような
外的なものがなければGDPも増えると思うの
です。ただ，今中国が非常に不安定だし，また
ショックを受けるかもしれません。それがない
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にしても，経済成長率に関しては今後日本は，
先ほど言いましたように人口減少の効果が効い
てきますから，常識的には横ばいか，ひょっと
したらまた下がるかもしれません。だから，一
本調子で上がるということを想定してやるとい
うのはかなり甘めです。

１３．経済同友会の試算

財政再建化に関して最近参考になる試算から
が経済同友会から出ましたので，それを紹介し
たいと思います（資料２７）。
今年の夏に出た推計ですが，経済同友会が四

つのシナリオを想定しています。政府のシナリ
オは，Aの名目３％，実質２％という再生シ
ナリオです。Dは名目０％，成長０％という一
番悪いものです。Cが名目１％，実質０．５％で，
これはほぼ実力ベースだろうということです。
社会保障歳出削減に関しても，Aは政府のシ
ナリオに沿って社会保障を下げています。Cに
関してはあまり削減しません。Dに関してはさ
らに増えるとしています。消費税に関しては，
Cでは１０％に引き上げて，それ以外は今の政府
と同じスタンスです。Aに関しては，１０％に
引き上げた後でさらに１７％まで引き上げるとい
う，相当増税に踏み込んだシナリオです。Bは
その中間で，１０％に引き下げた後，１３％まで引
き上げるとしています。
Aは，経済成長は政府の再生シナリオのよ

うにうまくいって，歳出削減もうまくいって，
かつ消費税を１７％まで引き上げます。従って歳
出削減と増税がうまくいって，かつ経済もうま
く再生しているケースです。
Cは，政府の現状の消費税のシナリオで，た

だ歳出削減に関してはあまりうまくいかなくて，
経済成長率もほぼ実力ベースです。Dは引き上
げもかなわなくて何とかということです。私見
では日本の現状はCとDの間ぐらいかなとい
う感じがしています。Cでもちょっと楽観的か
なという感じがしますが，いずれにしてもこれ

らのシナリオでどうなっているかというのが，
経済同友会の試算です。
Aは一番楽観的なケースで，確かにAの

ケースだと公債残高はどんどん下がっていきま
す。これは経済が再生して，かつ歳出も抑制さ
れて，かつ消費税も１７％まで上げるということ
なので，消費税も１７％まで上げて経済がずっと
再生していけば，財政再建は何とかなります。
Bのケースでは，ほぼ現状でぎりぎり財政再

建で，公債残高が安定的になります。経済がそ
こそこ再生して，消費税は１０％から１３％まで上
げます。従って，ある程度の財政再建とある程
度の経済再生が実現すれば，何とか現状レベル
で公債残高のGDP比で安定可能が出てきます。
CとDは発散するケースでこれは財政破綻

です。現状維持で消費税を１０％のままで経済成
長が実現できないとすると，財政的には破綻し
ます。公債残高が増加して，いずれ賄い切れな
くなるということだと思います。この同友会の
試算は，政府の中期展望よりはより現実的な前
提の下に，特にCやDというのはかなり現実
的です。逆に言うと，このCやDが現実的だ
とすると，消費税を増税しないと持ちません。
資料２８で示すように１７％まで上げても実は経

済再生しないと駄目なのです。だから，経済が
再生しないと１７％でも難しいです。

１４．財政健全化への課題

その意味で財政再建への課題というのは相当
厳しくて，経済成長率がマイナスになるとほと
んどアウトです。経済成長率がマイナスになっ
ても財政再建をしようとすると，社会保障費を
相当抑制するか，あるいは消費税率の引き上げ
です。私の計算だと消費税率は３０％でも足りま
せん。２５％が現在の世界最高水準ですが，経済
成長率がマイナスですと消費税率は３０％でも足
りないぐらい大増税が控えているということに
なります。
もう１つは，社会保障費の抑制ですが，特に
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２０２０年以降は深刻な高齢化が来ますから，年
金・医療・介護はどちらにとってもこの問題は
今よりもはるかに深刻です。まだ団塊の世代の
方は６５～７０歳前後ですが，あと１０年ぐらいで７５
歳を超えます。そのときの日本の経済成長率は
多分マイナスになっています。よほどのイノ
ベーションがない限りマイナスになっていると
思います。マイナスの経済成長率で，後期高齢
者である団塊の世代の方の医療・介護・年金を
どう支えていくかというのは，非常に大変で，
それが分かっている以上早めに何とか手を打た
ないといけないということです。
しかも，現在まだなんとか財政が持っている

のは金利が低いからです。これはご存じのよう
に，日銀が異次元の金融緩和政策で国債を日銀
がほとんど一人で買っているためです。日銀が
国債を買えれば国債の需要がありますから，金
利が上がらないということです。いつまでも日
銀が国債をずっと買えるのかというと，これも
限度があります。要は金融政策の出口戦略の話
です。出口戦略が実現すると金利は上昇します。
従って経済同友会の試算でも，日銀はいつまで
も国債を買い続けられないということで，いず
れは金利は上がるだろうという想定になってい
ます。実際に金利が上がり始めたときに経済が
成長していればいいのですが，金利が上がり始
めているのに経済が成長しないと，これはある
意味最悪の状況です。要するに，経済が成長し
ないということは税収が増えないので，税収が
増えないときに金利あるいは利払いがどんどん
増えてしまいます。日銀がいつまでも国債を買
っているわけではないので，金利の上昇圧力は，
長期で考えると結構厳しいです。
経済成長率がマイナスになったときに金利の

上昇圧力というのがあります。そうすると早め
に財政再建を打つ必要があるのです。実は財政
再建をやるときは消費税の増税にしても歳出削
減にしてもコストですから，国民は反対します。
嫌なことを先送りすると，重荷が増えてしまい
ます。それを今解決しようとすると大変なのだ

という形で，政治的には先送りしてしまうこと
になります。
また，仮に財政が再建されたとしても，実は

社会保障制度には問題が残るのです。これはな
ぜかというと，賦課方式なので，仮に財政なり
社会保障が持続可能になったとしても，若い人
から見ると世代間の不公平は残ります。どうい
うことかというと，自分が若いときに払う保険
料と自分たちが年を取ったときにもらう給付と
の関係は，依然として人口が減って経済成長が
低迷している限り，世代別に見ると若い人ほど
損するのです。これは財政状況，あるいは社会
保障制度がマクロで財政の収支が均衡していて
も回避できない問題です。その意味では，社会
保障制度に早めに賦課方式ではない積立的な要
因を早めに入れないと，持たないと思います。

１５．財政構造改革遅れの理由

財政構造改革が進まなかった原因の１つは連
立政権という政治的な不安定要因です。連立政
権では財政赤字は増えます。これは日本に限り
ません。日本が９０年代に入って財政赤字が増え
たのは，幸か不幸か日本は９０年代以降自民党の
一党支配から脱却して，連立政権になったから
です。今も自公政権ですが，連立政権というの
は国際的に見ても財政赤字に関しては甘いので
す。なぜかというと，連立政権だと政権の枠組
みが非常に不透明になるので，直近の選挙のこ
とを非常に意識します。直近の選挙のことを意
識すると，ばらまきになりやすいのです。長期
安定政権だと，長期的なことも視野に入れて経
済運営ができるのですが，どうも連立政権だと，
目先のことに関心が行きます。
それからもう１つは，情報の非対称性です。

政府あるいは財務省が「財政再建が必要だ。日
本の財政が厳しい」と言っても，国民はそれを
真に受けません。「政府の言っていることはう
そがある。どこかに隠し財産があるのではない
か。だから財政再建は何も国民が痛みを伴わな
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くても，例えば公務員が給料をカットすれば，
あるいは議員の定数を削減すれば実現できるの
ではないか」ということです。マスコミは常に
官僚，政治家をたたきます。官僚さえたたいて
おけば財政再建できるのではないかということ
ですが，そのレベルの財政状況ではないところ
が深刻なのです。
ただ，いったん民主党政権になってかなり情

報の非対称性は緩和されたと思います。あのと
き，民主党は特別会計を少しいじれば数十兆円
のお金が出てくるということで事業仕分けをし
たわけですが，その数十兆円のお金は出てきま
せんでした。そして三党合意で消費税の引き上
げに追い込まれました。それはある意味で民主
党の公約違反ではあったのです。しかし，国民
から見れば，民主党があれだけ頑張ったのだけ
れど消費税を増税せざるを得なかったというこ
とは，やはり財政状況が悪いのだろうと思う。
昔に比べたら消費税増税に対する国民の反発は，
相対的には低くなっています。情報の非対称性
はだいぶ緩和されたと思います。
ただ，それでもただ乗りのメリット，誘因は

あります。要するに，自分が払うコストと自分
がもらう便益との間の乖離が出てきます。特に
財政再建というのは将来への負担の転化である
にもかかわらず，将来世代の人は意思決定に関
わらないので，どうしても嫌なことは先送りす
るということがあります。
また，先ほども言いましたが，不況期に財政

再建をやろうというのはなかなか難しく，消費
税を引き上げるときにはマクロ条項というのが
入っています。この前消費税引き上げ時期の延
期を決定したときに，マクロ経済がよくないか
ら消費税引上げを延期しましたと言ったのです。
マクロ経済状況を消費税引き上げと絡めると議
論は迷走します。なぜかというと，今不況だか
ら財政再建をやめましょうということですが，
それは今よりも将来の方が経済状況がよくなる
ということが前提になっています。しかし本当
に先送りして経済がよくなるかというと，先ほ

どお話ししましたように長期的には経済成長は
マイナスになるので，そこはかなり難しいです。
特に不況期に財政再建ではなくて景気対策をや
ると，どうしても補正予算でばらまきになって
しまいますので，無駄な予算が大きくなって，
結果として将来に禍根を残します。
財政状況がいいときや借金を抱えていないと

きの不況期というのは財政出動してもいいので
す。アベノミクスの第二の矢というのは不況期
に財政出動しましょうということです。それは，
借金を抱えていない国では問題ありません。い
わゆる標準的なケインズ政策です。しかし，借
金を抱えている国では，むしろ不況期であって
も財政再建に乗り出した方がいいということが
あります。あるいは，逆に不況期に財政出動す
るのだったら，景気のいいときに徹底的に財政
再建しておいて不況期に備えるべきです。それ
をしないで，不況期に借金がたまっているのだ
けれども財政再建しないで財政出動しましょう
というのは，ちょっと無理があります。
結果として，不況期に財政再建するのは非常

に難しいです。そうは言っても，やはり財政再
建のための消費税増税に関しては，あらかじめ
ルールで決めておいた方がいいのではないかと
思います。マクロ条項で景気がいいかどうかを
判断してその都度決めるのではなくて，ある程
度のスケジュールであらかじめ決めて，粛々と
いかなるマクロ環境でもやるのだということに
コミットした方がいいと思います。
なぜかというと，財政再建のルールを設定し

ないまま景気回復や消費税増税による税収増が
あるとその税収分を歳出の増加の方に使うイン
センティブが出てくるからです。財政状況の改
善分に対して社会保障の充実や公共事業への支
出増など，いろいろな要求が出てきます。今ま
での日本の状況を見ても，財政状況がよくなる
と，結果として財政規律は緩みがちです。従っ
て，財政規律が緩まないように，経済状況が善
し悪しにかかわらず，事前に財政ルールとして
粛々と財政再建をしますというのが望ましいだ
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ろうと思います。
消費税の増税はマクロ経済環境の条件とは無

関係に行うべきです。次回，８％から１０％に上
げるときにも，政府は今のところマクロ経済環
境を考慮に入れてないと言っていますが，そう
は言っても，何が起こるか分かりません。経済
環境が悪いからと言ってまた延期するかもしれ
ません。とにかく，消費税増税というのは中長
期的な話なのです。景気対策というのは短期的
な変動の話なので，これは金融政策やあるいは
財政で言うと自動安定化措置とか，あるいは時
限の補正予算等で対応すべき話であって，消費
税の税率の上げ下げを景気対策としてやるとい
うのは，ちょっと政策の割り当てとしても問題
かなと思います。

１６．２０２０年以降の課題

２０２０年以降の話では，東京オリンピックの重
荷が結構今後効いてきます。ギリシャもオリン
ピックの後，財政状況が悪くなりました。東京
オリンピックまでには何とか国民もそれなりに
頑張れるかもしれませんが，オリンピックの後
の反動で，企業やあるいは消費者のマインドも，
熱気が薄れるとその疲れでマイナスになる可能
性もあります。
それから，エネルギー資源の安定供給もこれ

から中長期には結構問題です。ようやく原発も
１つだけ稼働しましたが，エネルギー供給が問
題になっていないのは石油価格が下がっている
からです。長期的にずっと石油価格が下がって，
アメリカ等のシェールガスが安定的に供給され
るかどうかはまだ分かりません。国際的に政治
情勢が非常に不安定ですから，石油価格が上が
り出すと，日本の場合は原発に頼れないため，
これは非常に大きな問題になります。

１７．消費税増税の費用便益分析

これからは消費税の話になります。消費税増

税の話をするときに必ず問題になるのは，消費
税は負担が大きいから駄目だという政治的な話
です。では，消費税増税の負担が本当に大きい
のかどうかという点と，増税のメリットを無視
してもいいのかどうか，世代間公平をどう考え
るかという点です。
消費税増税の負担が大きいのかどうかを考え

ますと，増税はどんな増税であってももちろん
コストになりますが，なぜ消費税の増税だけや
り玉に挙がるのかということです。要するに，
同じ税収を増税で確保するとして，消費税の増
税は他の増税と比較して特別に問題かどうかと
いうことです。消費税と同じように課税ベース
が広いのは所得税です。所得税を増税しても消
費者のこうむる負担感やマクロ経済に及ぼす効
果はほとんど同じです。消費税を増税した時だ
け消費が抑制されるのではなくて，所得税を増
税しても消費が抑制されます。言い方をかえる
と所得税を増税したら，勤労意欲が抑制される
のだったら，消費税を増税しても勤労意欲は抑
制されます。要するに，何のために働くかとい
うと，それは稼いで消費するために働くわけで
す。稼いだものを消費する段階で消費税増税を
かければ，せっかく稼ぐことの意味がないので，
その限りではそれは勤労意欲を抑制します。
従って，所得税と消費税はほとんど同じ税な

のに，なぜ消費税だけ負担が多いという話でや
り玉に挙がるのか，これが１つのポイントです。
これは，経済学では等価定理と言われています。

１８．等価定理

等価定理とは何かというと，消費税と所得税
は同じ税であるということです。これは簡単に
言うと，何のために稼ぐかというと，消費する
ためです。差し当たっては貯蓄の話は無視しま
す。貯蓄を無視する理由は，貯蓄の目的が，将
来消費するためであるので一生の間を考えると
稼いだものは全部使っているはずだという考え
方です。所得は全部消費します。資料４５で示す
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ように所得税というのは，所得の段階でTw
という所得税率がかかります。一方，消費税は
消費の段階で上乗せしますので（１＋Tc）で
す。従って，（１＋Tc）が消費額にかかって，
（１－Tw）に所得がかかっています。１／（１
＋Tc）と（１－Tw）は同じです。例えば所得
税Twが０．２だとすると，ここは１－０．２だか
ら０．８です。ここが０．８だということは，消費税
が２５％だと１．２５分の１ですから，これも０．８な
のです。だから，所得税２０％と消費税２５％は同
じ税です。
要するに課税ベースが同じなので，消費に上

乗せして掛けるのと所得から差し引くのでどち
らも同じなので，消費税２５％というのは比例的
に所得税２０％を掛けるのと論理的には同じなの
です。従って，税収一定の下で所得税と消費税
の組み合わせを変えても，直間比率を変えるだ
けでマクロ的には何の効果もありません。ただ
し，これは比例税を前提としています。また，
一生の数字を考えると，稼いだ所得は消費の他
に貯蓄になります。一生の間での貯蓄というの
は遺産です。遺産を入れてしまうと所得税とい
うのは消費額と遺産額になりますから，遺産が
入ってきます。従って，遺産も消費税の課税
ベースに入れてしまうと，この２つは比例税で
あれば同じということです。
実際には所得税は累進的な税であり，課税最

低限もありますから違います。ただ，平均的な
人から見ると所得税の税率は一生の間でそんな
に自分が直面する税率は変わりません。従って，
マクロ的にはそんなに変わらないはずです。そ
の意味では９７年に消費税を３％から５％に上げ
たときは税収中立で，所得税を減税したのです
が，消費税を上げても所得税を減税したので，
消費税を上げたことの効果というのはあまりマ
クロ経済にはありませんでした。あのとき景気
が悪くなったのは，消費税を上げたことよりは，
アジア金融不安の効果が大きかったのです。
去年消費税を５％から８％に上げたときは，

ネットで増税したので，確かに消費にはマイナ

スです。でも，別に消費税だからではなくて，
所得税であれ何であれ，ネットで増税すれば，
どの税であっても直近のマクロ経済にはマイナ
スになります。その意味で，消費税の増税が駄
目だったら，所得税を増税してもいいわけです。
課税最低限を引き下げる，課税ベースを広げる，
或いは税率を上げるなどが考えられます。消費
税が政治的に大変だったら，所得税に関して配
偶者控除の見直し議論などが行われていますが，
そういうものもやっていいわけです。

１９．景気調整の機能

ただ，所得税と消費税は，景気に対しては若
干異なります。なぜかというと，景気が変動し
たときに所得は変動しますが，消費はあまり変
動しないので，景気変動に関して，消費税の方
が安定的な税収です。そうすると，政府から見
ると安定的な税収が確保できるのは，非常にい
いことです。歳出は景気が変動しても安定的に
社会保障費などは出さないといけないので，政
府から見ると予算編成するときに消費税の方が
実は望ましいです。
ところが，家計から見ると，景気が悪いとき

でも消費はしなければいけないので，そうする
と消費税への負担感は高まります。景気が悪い
ときは所得は落ち込みますから，所得税は減少
します。逆に景気のいいときは，まとめて所得
税を払い，消費税への負担感は低下します。従
って，消費税というのは，家計にとって見ると
あまりいい財源ではありません。政府にとって
はいい財源だということで，差があります。
家計にとって消費税が悪いというのは，特に

貯蓄がない家計に対してです。貯蓄のある家計
だったら，消費税の増税分は貯蓄を切り崩せば
対応でき，それも景気がいいときには消費税は
それほど増加しないので貯蓄にまわせます。こ
れはいわゆる経済学といっても，流動性制約に
引っ掛かっているだけです。その日暮らしで所
得を全て消費に回しているような，貯蓄できな
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いような家計にとって見ると，消費税というの
は結構厳しい税なのです。所得の低い人にとっ
て見ると景気の悪いときに収入が減る一方，消
費はそれなりにしなければいけないため，相対
的に重荷がかかりますから，そういう人たちに
対しては，何らかの対策が必要です。普通の人
に関してはそんなに差がないので，あまり気に
する必要はないのではないかと思います。

２０．増税のメリット

それからもう１つは，何であれ増税にはメリ
ットがあります。何のために増税するかという
と，メリットがあるからです。これはどういう
ことかと言うと，増税しなければ借金します。
増税するということは借金をやめるということ
なので，増税のメリットは，借金のデメリット
と裏腹な関係にあります。これは現在と将来の
どちらが経済的に恵まれているかという問題に
なります。従って，将来先送りするのが望まし
いとするならば，財政赤字を出しても構いませ
ん。逆に，早めに増税するのがいいとすれば，
これは増税した方がいいのです。

２１．世代間公平をどう考えるか

この判断基準は，財政の維持可能性と世代間
の公平性です。どの世代が経済的に恵まれてい
るかどうかということと，今増税しないとなる
と財政が破綻するかどうかということです。日
本の場合，今増税しないと財政破綻の可能性が
非常に高いということです。それから，世代間
の公平性の観点から見て，やはり将来の方が厳
しいだろうというこの認識を持つかどうかの問
題です。現在よりも将来の方がマクロ経済環境
が厳しいのだったら，今増税した方がいいです。
それをやめると将来増税です。高度成長期は若
い人の賃金が上がってきて，将来の方は恵まれ
た経済環境にあるということは分かっています。
従って，高度成長期に借金するというのは非常

にいいことです。実際日本も１９６５年以降借金し
たのです。
問題は，これからの経済成長低迷期，かつ人

口が減少しているとき，しかも賦課方式の社会
保障を取って，財政が均衡していても若い人の
負担が重くなるという前提のときに，さらに経
済成長率がマイナスということは賃金がこれか
ら下がるかもしれないというときに，増税を先
送りするメリットはありません。これは，現在
と将来のどちらを重視するかという問題です。
時間に関する割引率というのは，現在と将来

世代の人のどちらをより重視するかということ
です。割引率がプラスだというのは，基本的に
将来の人を今よりはそんなに考えない。割引率
が高ければ高いほど将来のことはあまり考えな
いで，今の方が大事だということです。一方，
利子率というのは，逆に将来に先送りした方が
メリットがあるということです。ですから，貯
蓄して将来先送りすると，利子率分だけメリッ
トがあるわけです。

２２．時間に関する割引率と利子率

逆にいうと，公債を借金で先送りすると金利
がその分増えるので，将来先送りすることのデ
メリットにもなります。そうすると，割引率が
非常に高いとすると，現在が大事だということ
です。しかも利子率が小さいとすると，借金が
将来先送りしてもいいということです。先送り
することは，デメリットも少ないし，メリット
も大きいです。しかし，逆に将来の方が大変だ
ということで，みんなが将来のことを考えて割
引率が下がって，かつ金利が上がっているとき
には，公債発行を抑制する必要があります。
国民の割引率と政治家の割引率が乖離してい

るのが問題で，政治家がかなり選挙対策のこと
を考えて直近のことしか考えないので，国民の
方はもう少し将来のことも考えて，もう少し財
政再建をちゃんとした方がいいのではないかと
思っていても，政治家がばらまきのことしか考
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えていないとなると問題です。要するに，現在
と将来の割引率の問題です。

２３．世代間の対立

消費税は現在と将来との世代間の問題になり
ますが，もう１つの消費税の世代間の対立とし
て消費税を増税したときの高齢者というのは必
ず損をします。なぜかというと，高齢者にとっ
ては，もう働けないわけですから所得がなく，
消費しかありません。消費しかないということ
は，それに対して増税されるということは非常
に困るのです。若い人から見ると，消費税は増
税されても徐々に負担が発生しますから，若い
人は準備ができます。しかし，高齢者にとって
見ると，消費税増税は必ず負担になるので，そ
の意味で当然高齢者からの反対意見というのは
多くなります。逆に，その分だけ将来世代の人
が得になるということを考えないといけません。

２４．消費税と軽減税率

消費税の軽減税率の話が最近にわかに話題に
なっていますので，軽減税率の話に移りたいと
思います。
そもそも消費税を上げるときになぜ軽減税率

を入れなければいけないかというと所得のない
人もそれなりに消費しなければいけませんから，
所得税に比べて消費税は低所得者にとっては結
構厳しい税であるのは確かで，それなりの低所
得者対策というものが必要です。
ただ，軽減税率で低所得者対策ができるのか

というと，これは限界があります。公明党が軽
減税率導入を低所得者対策ということで主張し
ており，財務省案も出ましたが，食料品が軽減
税率の主要な対象です。確かに低所得者の人も
食料品を買いますが，そうではない人も食料品
を買います。中高所得者の人も食料品を買うの
で，その意味で食料品を軽減税率にしますと，
全ての人にメリットが及び，低所得者対策とし

ては非常にあいまいな対策になります。
今回の財務省案というのは，軽減税率を事実

上は入れなくて，１０％なら１０％を全てに課税し
て，その後食料品に関しては ITのマイナン
バーで食料品を買ったかどうかをチェックして，
それを１年間合算して，その合算額に関して
８％から１０％の２％分を後で還付するという案
です。この案自体は，執行上の問題はともかく
として，理論的には８％の軽減税率を食料品に
掛けるのと全く同じです。それは還付して後で
もらうのか，それとも消費者が食料品を買う段
階で８％で買うのかはともかくとして，全ての
食料品が還付対象になって，完全にその２％分
が後で返ってきますので論理的にはどちらであ
っても消費者の負担分は全く同じです。
それをなぜマイナンバーで実施することに財

務省がこだわっているかというのは，執行上の
コストです。軽減税率や複数税率を入れるとイ
ンボイス等の問題も含めて，事業者が消費税を
納税するときに非常に複雑になって，これをき
ちんと納税できるかどうか分かりません。この
問題は，インボイスを入れないと無理だという
話になって，インボイスを入れるとなったらこ
れは大変だということです。それで，複数税率
の話をやめて，かつ軽減税率と実質的に同じ効
果を持たせようとすると，消費者の段階で２％
を還付させようという話になります。それはそ
れで非常に筋が通ります。
ただ，問題は，全ての食料品を買うときに全

ての国民がマイナンバーのカードを持ってそれ
をチェックして，それを個人別に集計して後で
還付するという，IT上できなくはないと思い
ますが，非常に手間暇をかけてやるだけのメリ
ットがあるのかどうかという話です。しかも，
軽減税率の大きな目的が低所得者対策であれば，
低所得者だけにやればいい。現在の財務省案は，
年間１人４，０００円までという上限で，それ以上
の食料品に関しては還付しないということです。
これは事実上，低所得者の人のターゲットに関
して還付するということと同じです。
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そのため，軽減税率という言葉は使わないで，
還付制度だと言ってしまえばそれですっきりす
ると思います。そのときに，４，０００円の制限を
付けるのだったら，ほとんどの人は４，０００円を
超えるので，マイナンバーでいちいち登録をさ
せるなどという手続きを全部やめて，４，０００円
を低所得者の人に配るだけで済みます。そうす
ると，全ての IT関係のごちゃごちゃした話は
済んでしまいます。それは，現在も簡素な給付
措置で低所得者の人に対してやっている話です。
それを続ければいい話です。
多分財務省の考えはそれを続けたいのです。

その代替案としてこういう複雑なことを出すと
とても無理だから，結果としていろいろな案を
出したけれど無理なので，最終的には現在の簡
素な給付措置でいくしかないでしょうという落
としどころを見込んで，あえて複雑だけど非常
に包括的な案を出してみて，これが実現できる
かどうか，皆さんで議論してくださいというく
せ球を投げたという気がします。現実的には，
非常に複雑なことをやらなくても，低所得者に
給付すればこの話は済む話です。
そのときに，特に食料品に限定する必要はあ

りません。要するに，低所得の人が生活に必要
なものは食料だけではなくて，全てのものです
から，それに対してある一定のお金を給付すれ
ばいい。食料品に限定する必然性は一切ありま
せん。食料品は，高額所得者の方がたくさん消
費していますから，食料品に限定する意味は全
くありません。
むしろ，消費税に関して考慮すべき点は，耐

久消費財の攪乱効果が非常に大きいと思います。
これは駆け込み需要と反動ということです。在
庫で持てるものは，消費税が上がる前に買った
方が得なので，急に買います。その後，消費税
が上がったあとはパタッと需要が減ります。駆
け込み需要と反動減は，ある程度の在庫変動で
対応できるものであったらそんなに経済に悪影
響はないのですが，耐久消費財，特に住宅や車
のように大きな耐久消費財だと，駆け込み需要

と反動が非常に大きくなります。これは，資源
配分上大きな問題になります。
例えば消費税が上がる前に住宅と車の注文が

殺到します。そうすると，どうしても業者とし
てはそのときに納品しなければいけないので，
住宅とか車をたくさん作ります。そのように作
るためには，それなりの資源も人も機材も要る
わけです。それで，たくさん作った後消費税が
増税された後で，その反動減で需要がなくなり
ます。そうすると，今まで準備した資源や人が
余ってしまいます。本来であれば，安定的に経
済活動をするのが望ましい。車であっても住宅
であっても，安定的に需要があることです。要
するに，景気変動というのはならすのが望まし
いです。なぜ景気安定化政策を取るかというと，
景気が過熱すると，その時期一時的に集中的に
資源や物が要ったり人が残業したり，機械をい
っぱい使ってしまうので，余計にコストが上が
るわけです。景気が悪いときには余ってしまっ
て非常にロスです。
従って，景気変動をならすには，安定的に人

や資源を有効に生産に投入することが長期的に
望ましい。そうすると，駆け込み需要と反動も
なるべく抑える方向が望ましい。ここで住宅の
例を挙げていますが，住宅もやはり駆け込み需
要と反動が非常に大きくなったので，これはな
るべくなくす方向にした方が良いと思います。
それはどういうことかというと，耐久消費財

を消費するときに，現在は購入時にまとめて消
費税を納税しています。しかし，耐久消費財と
いうのは買ったときだけ消費しているのではな
くて，ずっと消費します。耐久消費財の納税方
法は，いわゆる固定資産税のような形で資産を
持っている段階の課税に考え直した方がいいの
ではないかと思います。消費税を増税するとき
に，耐久消費財に対する駆け込み需要と反動と
いうのは今後も常に起きますので，これらの対
策をどうするかというは非常に重要です。
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２５．財政再建と消費税

世代間或いは世代内でも受益と負担の乖離が
あるとどうしても財政赤字というのは増えざる
を得ない中で財政再建と消費税の問題は，受益
と負担の乖離をなるべくなくすことが必要です。
１０年後，２０年後に消費税大増税を迫られると，
そこでの若い世代というのは非常に大変です。
早めに世代が今の高齢者も含めてなるべく負担
を求められるうちに増税することです。
もし，消費税の増税が政治的に無理であれば，

なるべく早めに所得税の課税ベースを拡大する
ということです。いずれにしても，消費税を含
めて，増税のための環境整備が必要です。消費
税の軽減税率への対応としてマイナンバー制度
が注目されていますが，やはりマイナンバー制

度をきちんと活用して，取るべき人からちゃん
と税金を取っていくということです。また貧し
い人にきちんと税金が行き渡り，必要な人に税
金が入っているということです。政府への信頼
感は，資産，所得をきちんと捕捉するというの
が大前提ですから，マイナンバーを入れていず
れは資産を完全に捕捉します。北欧諸国はそれ
が完全にできているので，あれだけ充実した社
会保障制度或いはその背後には増税も何とか国
民は合意できています。従ってマイナンバー制
度の活用に関しては，プライバシー等の問題も
含めて，マイナンバーに関わるいろいろな懸念
を払拭する必要があります。

２６．ふるさと納税の落とし穴

最後の話題に移ります。私はふるさと納税を
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非常に危惧しています。なぜかというと，最近
ふるさと納税で自動車やパソコンを景品に出す
など数十万円オーダーのふるさと納税を出して
いる自治体が出てきて，ふるさと納税が過熱し
ているのですが，これは非常にまずい状況です。
総務省はふるさと納税を今度企業に関しても法
人税にも入れようという話をしています。
ふるさと納税では，受ける自治体はその分寄

付が入りますからプラスです。それから，寄付
者も２，０００円の控除以外は全部住民税が控除さ
れますから，プラスです。２，０００円払えば自動
車がもらえるとかノートパソコンがもらえると
いうなら，これは５０万円でも１００万円でも寄付
します。寄付を受け取る自治体は，１００万円も
らっても５０万円の景品を出せばネットで５０万円
もらえますから，受け取る自治体は必ず得しま
す。その地産の業者もお米なども，自分たちの
ものが買ってもらえるので，得をするわけです。
だから，受ける自治体も寄付する人も，それか
らその自治体の生産者も全部得をしてみんな得
をしているように見えて，こちらの方だけ，マ
スコミ等で言われているのです。
しかしみんなが得する話というのはない。裏

（つまり，損をする人）が絶対あります。裏と
いうのは何かというと，寄付する人の居住する
自治体は税収が減るはずです。住民税が本来そ
こに行かなくて，別の自治体に行っているわけ
ですから，寄付する人の自治体はマイナスにな
って税収が減っているわけです。税収が減れば，
本来であればその自治体の行政サービスが悪く
なるはずです。悪くなるから，寄付する人は自

分の寄付が増えると自分の居住地での行政サー
ビスが悪くなってもいいから寄付するのだとい
うことであれば，これは受益と負担が連動して
います。実はここが全然出てきません。
なぜかというと，寄付する人の自治体の税収

が減ると，その分交付税が増えるわけです。国
がその分補填しています。全部ではないにして
も，補填しています。従って，寄付した人が居
住する自治体はあまりふるさと納税に関して文
句を言いません。国も，あまりコスト面を言わ
ないのはなぜかというと，税収が減っても財政
赤字の負担を先送りできているからです。だか
ら，実質的に損しているのは，将来世代の人の
可能性が非常に高いです。この人たちは，財政
赤字の話と全く同じで，世の中に出てこないの
で，文句は言えません。結果として，寄付を受
ける自治体の人や寄付をもらう寄付者だけが得
をして，これがどこの自治体に寄付するといく
らもうかるかという話がマスコミでどんどん流
れて，こちらが非常に人気になっているという，
悪い状況が日本で生まれていると思います。こ
れは，日本の財政規律が悪くなっている１つの
典型だと思います。
これも含めて，中長期の視点から，特に将来

世代の人も考えた財政再建，或いは増税の話を
議論してほしいと思います。それから，税制改
革もそういった視点から議論して，ふるさと納
税のような訳の分からないものを拡充しない方
向にいっていただきたい。私の講演は大体この
ぐらいにしたいと思います。
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討論会 ９月１６日�・午後

総務省自治税務局長 青木 信之
三井物産執行役員（租研理事） 塩谷 公朗
財務省主税局参事官兼大臣官房 田中 二
慶應義塾大学経済学部教授 土居 丈朗

司会 横浜国立大学大学院教授 岩﨑 政明

●参加者（五十音順）

税制改革をめぐる現状と課題

討論中に言及されている資料は、巻末「資料編１頁～５９頁」に掲載されています。
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はじめに

（岩﨑） ご紹介いただきました横浜国立大学
の岩﨑政明でございます。法科大学院で租税法
を担当しております。本日は司会進行を務めさ
せていただきます。どうぞよろしくお願いいた
します。
先ほど，会長のお話にもありましたが，アベ

ノミクスの成果により，ようやく景気が持ち直
し，税収も少し増加傾向が見られてきました。
ところが，その矢先，中国経済の減速や，国際
紛争の激化といった新たな状況が生じたことに
よって，国内経済にもマイナスの影響が出始め
てきております。経済のグローバル化が進み，
経済活動も歳入も，国際動向に左右されること
が大きいにも拘わらず，歳出の方は少子高齢化，
災害復興，地方創生などの必要により伸び続け
る状況が続いております。そうした中，国や地
方の税財政の仕組みを時代の状況に合わせて機
敏に構築していくことが必要であると考えられ
ます。本日はこのような税財政の構造変革期に
おける現在の取り組み状況につきまして，財務
省から田中主税局参事官，そして，総務省から
青木自治税務局長をお迎えして討論をさせてい
ただきたいと思います。
なお，本日の討論会は，消費税の軽減税率を

めぐる議論等が政府内で非常に厳しく行われて
いる中での開催となりましたために，進行に当
たりましては通常とは若干異なりまして，前半
と後半を２つに分けて行わせていただきます。
前半においては国の税財政につきまして田中参
事官よりご説明を頂き，それに基づきまして討
論をさせていただきます。その後，後半におい
て青木自治税務局長にご出席いただきまして，
地方の税財政についてご説明を頂くとともに討
論をさせていただくという手順で進めさせてい
ただきます。
それでは，早速，国の税財政に関する現在の

取り組み状況につきまして田中参事官からご説

明をお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

Ⅰ．財政・税制の現状と課題

（田中） ご紹介賜りました田中でございます。
よろしくお願いいたします。日ごろより主税局
の業務，さらには税務行政全般にわたりまして
日本租税研究会の皆様方にはご提言，ご理解，
ご協力を賜っておりますことを心から御礼申し
上げます。
本日は，４つの柱でお話をさせていただきた

いと思っております。１つ目は経済・財政再生
計画です。２つ目は税制の構造改革，さらには
法人税改革，４つ目は現在議論がされています
消費税の軽減税率をめぐる議論について，簡単
に触れさせていただければと思っております。

１．経済・財政再生計画，税収

まず資料①の経済・財政再生計画です。平成
２６年１１月に消費税率１０％への引上げが総理のご
判断により延期された際，平成２７年の夏までに
財政健全化計画を策定することが表明され，６
月末に経済・財政再生計画という形で閣議決定
されたものです。その経済・財政一体改革とし
まして，①「デフレ脱却・経済再生」，②「歳
出改革」，③「歳入改革」という３本柱が一番
上に書いてありますが，これを一体として推進
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することになっております。
財政健全化目標につきましては，２０２０年度の

プライマリーバランス黒字化を実現すること，
その後の債務残高の対GDP比を中長期的に着
実に引き下げていくことが明確化されておりま
す。この計画自体は２０２０年度までの５カ年です
けれども，中間評価としまして，２０１８年度にお
いて目標の達成状況を評価するということとさ
れています。中間評価時点である２０１８年度のメ
ルクマールとしては，２０１８年度のプライマリー
バランス赤字対GDP比をマイナス１％程度と
することになっておりまして，その評価を踏ま
えて必要な場合には歳出，歳入の追加措置を検
討することが明記されております。
続きまして，歳出改革についてですが，計画

では社会保障などの個別分野について，個別具
体の検討メニューがかなりしっかりと盛り込ま
れております。その上で歳出改革の考え方とし
て，国の一般歳出の水準の目安についてはこれ
までの３年間では実質的な増加が１．６兆円にな
っていることを踏まえて，その基調を２０１８年度
まで継続することが一番下のところに明記され
ています。
歳入改革につきましては，資料②です。持続

的な経済成長を維持・促進するとともに，経済
成長を阻害しない安定的な税収基盤を構築する
という観点から，税体系全般にわたるオーバー
ホールを進めること，これは三木会長，岩﨑先
生がおっしゃったとおりで，オーバーホールと
いう言葉で表現されております。これにつきま
してはまた後ほど申し上げたいと思います。
資料③は，財政健全化目標をグラフ，数値化

で示したものです。２０２０年度のプライマリーバ
ランス黒字化の実現と申し上げましたけれども，
プライマリーバランスの現状が具体的にどうな
っているのか。これをお示ししたのが内閣府に
よる中長期試算です。その想定ですが，一番上
の経済シナリオに書いてあるとおり，「経済再
生ケース」というのは，名目成長率が３％以上，
ベースラインケースが名目成長率１％台半ばで，

さらに消費税の２０１７年４月の１０％への引上げは
織り込んでいる一方で，具体的なこれからの歳
出改革の内容は織り込まれていないというもろ
もろの前提条件で作られたものです。
一番左のグラフで，基礎的財政収支，いわゆ

るプライマリーバランスを見ますと，上に伸び
ていくラインが経済再生ケース，横ばいのライ
ンがベースラインケースです。足元２０１５年の丸
のところを見ていただきますと，現在マイナス
３．０％という見込みです。半減目標はもともと
３．３％でした。これは達成する見込みです。問
題はそこから２０２０年にかけてのパスですけれど
も，ベースラインケースではマイナス２．２％，
金額ではマイナス１１．９兆円という赤字が残るこ
とになっております。他方，「経済再生ケース」
ではマイナス１％，金額ではマイナス６．２兆円
です。
なお，中間目標２０１８年のところを見ていただ

きますと，経済再生ケースでもマイナス１．７％
となっており，マイナス１％というメルクマー
ルにはまだ到達していない状況です。今回の計
画に示されている歳出改革を織り込むとする
と，２０１８年度までの３年間で実質１．６兆円の増
に抑えるという基調を維持することですが，こ
こではさらにそれを２０２０年度まで伸ばしていく
と仮定すると，このマイナス６．２兆円とプライ
マリーバランスがおおむね埋まってくるという
想定で，２０２０年度の黒字化目標を何とか達成し
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ようというのが全体の計画になっていることで
す。
続きまして，真ん中の財政収支です。これは

プライマリーバランスに利払い費を加えた数字
ですけれども，ご覧いただきますと，２０１５年度
から２０２０年度までにかけまして，経済再生ケー
スであっても，２０２０年度マイナス３．８％で，そ
の後は悪化していくという姿となっております。
右側の公債残高の対GDP比を見ますと，ベー
スラインケースでは引き続き増加してしまいま
す。経済再生ケースでは当面公債残高の対GDP
比は低下していくという姿ですが，その先の
２０２４年度以降は PBの黒字化を見込んでおらず，
反転していくということが予想されるところで
す。その意味ではプライマリーバランスベース
での２０２０年度黒字化という目標は達成しないと
いけないものですけれども，あくまで財政健全
化に向けての一里塚であることを踏まえつつ，
次第に真ん中の財政収支といったところにも意
識を置いていく必要があるのではないかと考え
ております。
ただし，この想定につきましては，皆様もご

承知のとおりだと思いますが，いろいろなリス
クが内在しております。例えば１つは歳出面を
しっかり抑えていけるかという問題がございま
すし，２つ目は経済再生ケースのような高い経
済成長率３．３％を超える成長率が実現できるか。
さらにそれが税収にちゃんと結び付いていくか。
こういった内在するリスクがあるということは
認識しておく必要があろうかと思います。
資料④は国の一般会計税収です。２０１５年度の

棒グラフを見ていただきますと，現在一般会計
税収５４．５兆円ですが，それが２０２０年度には経済
再生ケースでは６９．５兆円に，さらにベースライ
ンケースでは６４．１兆円になるということです。
つまり，経済成長率が３％以上になれば６９．５兆
円と見込まれ，１％半ば程度であれば６４．１兆円
ということで，経済成長率次第でここに大きな
振幅が生じてくるということです。
今までは税収のいわば試算ベースの話をさせ

ていただきました。これから税収の実態をお話
し申し上げたいと思います。資料⑤は，平成２６
年度決算税収です。この表の中の２６年度決算額
（③）に５４兆円と数字がありますけれども，そ
このすぐ右側の対補正でプラス２．２兆円増とい
うことです。これは対補正のプラス２．２兆円の
増の内訳ですが，所得税については対補正で１
兆円の増，給与，配当，株式譲渡いずれの税収
においても好調な姿が見て取れるところです。
昨年来の賃金の上昇の動きも反映されていると
考えております。
次に法人税収ですけれども，法人税は２６年度

補正が１０．５兆円に対しまして決算が１１．０兆円と
いうことで，５，０００億円の増ですけれども，こ
の中には日銀の法人税納付という一時的要因が
２，０００億円含まれておりますので，これを差し
引きますと，実質は３，０００億円，０．３兆円の増と
いうことです。これはもとより企業業績の好調
さを反映するものですが，好調な海外での稼ぎ
分は制度上法人税収の増加に直結しないという
事情や繰越欠損金が景気回復の中で次第に解消
されて，解消後に一時的なジャンプアップする
効果の剥落といったことによりまして，意外に
伸びていないなという印象をお持ちの方もいら
っしゃるかと思います。
消費税収は２５年度決算で１０．８兆円，これに対

しまして２６年度決算は１６．０兆円となりました。
ここには消費税率の５％から８％への引上げ分
が入っており，税率引上げ分を除くと消費税収
は概ね横ばいです。明確に申し上げられるかど
うかはわかりませんが，消費税率を上げると税
収が著しく落ちるのではないかというご懸念は
杞憂であったのではないかと考えているところ
です。全体を整理しますと，税収の動きとしま
しては，主役が法人税から消費税，所得税へと
次第にシフトしていることが見て取れるのでは
ないかということです。
次は，若干話題を変えますけれども，経済成

長すれば税収が伸びるという表現の中には，因
数分解しますと２つの要素があるのではないか
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と思っております。１つは，経済成長すれば，
税収の伸び率が伸びる，すなわち税収の弾性値
が伸びるという考え方。それと税収が経済成長
の伸びに比例して伸びる，すなわち税収の伸び
率は一定だというような考え方で，往々にして
この２つの考え方が混じって議論されることが
ございます。ここはしっかりと区別して考える
ことが必要なのではないかということで，税収
弾性値についての考え方についてご説明をした
いと思っております。
この資料⑥はイメージ図ですけれども，点線

は経済成長に連動して税制の構造自体に規定さ
れた税収が伸びていくラインを示しております。
次に実線ですけれども，これは実際の税収の動
きを示していると考えていいと思います。景気
変動要因から来る効果が上乗せされてできる線
です。ここでフェーズ①というところは，主に
景気が回復しまして，繰越欠損金の解消に伴い
まして，税収が一時的に大きくジャンプアップ
する状況が生まれ，税収の伸び率自身が伸びる
局面ということだと思います。
次にフェーズ②ですけれども，ここでは経済

状況がある程度落ち着いてきて，繰越欠損金の
解消が進行し，税収面でのジャンプアップ効果
が剥落して，点線におおむね並行して動いてい
くことになります。このように伸び率が伸びる
局面と伸び率が一定で，経済成長に比例して伸
びる局面の違いをしっかり認識した上で，今は
フェーズ①にいるのか，フェーズ②にいるのか
ということをしっかり見極めて，税収の論議を
していく必要があると考えております。現在の
立ち位置は，ちょうどその境の丸のところら辺
りではないかというのが現状認識です。
資料⑦と資料⑧はもうちょっと具体的にご説

明するもので，現在の税制の構造をお示しした
のが資料⑦です。主要３税目は消費税，法人税，
所得税から主に成り立っているわけですが，こ
れについての税目には各々特性があるというこ
とです。
一番左の消費税ですが，これは単一税率です

ので，税収弾性値は基本的に１と想定されます。
法人税も基本的にはフラット税率ですので，１
ではあります。もちろん先ほど申し上げました
ように，景気回復局面などの変動期において弾
性値が１よりジャンプアップした形になるとい
うことがあることには留意する必要があります。
所得税ですけれども，超過累進税率になって

おりますので，基本的には所得が１つワンラン
クアップしたら，それだけ累進税率がかかると
いうことで，弾性値は１を上回るということに
なります。８０年代以降は税率構造のフラット化
が進められているので，その弾性値が８０年代に
比べて次第に小さくなっていっていると考えら
れるところです。
以上がそれぞれの税目の構造ですが，税制全

体としての税収弾性値はこの主要３税目の各々
の弾性値に対して税収ウエートを加重平均した
数字に理論的になろうかと思います。一番下の
囲みに書いてありますとおり，単年度について
のぶれは生じ得るのですが，中長期的には消費
税収のシェアの拡大や所得税の累進税率緩和の
影響を踏まえますと，わが国の税制の構造上，
税収弾性値は１に近い数字になるのではないか
というのが合理的な考え方ではないかと思いま
す。ちなみに付加価値税のウエートが高い主要
先進国は，一番下の段に書いてありますけれど
も，おおむね１になっております。
資料⑧をご覧いただきますと，これを数式で

表したものです。経済成長を連動する要因と経
済成長とずれが生じる要因の２つに因数分解で
きるということですけれども，ちなみに平成２６
年度の税収弾性値というのは実は２０を超えてい
ます。これをどういうふうに考えるかというこ
とですけれども，税収弾性値は名目成長率とい
う分母で割っているため，もし分母がかなり小
さい名目成長率であれば，分子が同じであって
も，弾性値は見かけ上極端に大きな数値になり
得るということです。
分母が２６年度は０．２％の名目成長率というこ

とで，２０を超える異常値になってしまいました
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けれども，これを短期的なものと見て，中長期
的にはどういう数字が税収構造なのか，税収弾
性値なのかということは分けて考えていく必要
があるということをここで申し上げたいと思い
ます。
今日は非常に盛りだくさんの内容になってお

りますので，なるべく網羅的にご説明したいと
思っております。
資料⑨は税収の構造の話です。経済再生ケー

スですけれども，２０１５年では５４．５兆円というこ
とです。中長期試算ベースでは２０２０年度に６９．５
兆円となるわけです。過去１９９０年の数字もここ
でお示ししております。このグラフ，表から読
み取れることを２つ申し上げたいと思います。
１つは，税収構造が様変わりして，消費税のウ
エートが上昇して，これまでの所得税と消費税
の役割が逆転しつつあるということです。
２点目ですが，消費税以外の税収の動きを見

てください。１９９０年度の５５．５兆円が中長期ベー
スで２０２０年度４５．６兆円，或いは税収割る名目
GDPのところですが，１９９０年度は１３．３％とい
う数字が足元の２０１５年度は１０．８％というあたり
で，消費税以外はむしろ下がってきている。所
得税，法人税の大減税などを行ってきたことを
反映した税収の復元力の弱さ，或いは財政が世
界で類を見ないほど悪化しているという状況の
下で税制が税収を生み出す力がそがれたままで
あるのではないかという状況が見て取れるので
はないかということで，極めて深刻な問題では
ないかと感じております。これが資料⑨から読
み取れるところです。
以上が経済・財政再生計画及び税収をめぐる

お話でした。

２．税制の構造改革

ここからは税制の構造改革という点について
お話し申し上げたいと思います。資料⑩をご覧
いただきますと，経済・財政再生計画において
歳入改革の一環として税制の構造改革という柱
が立てられているということをまず確認いただ

きたいと思います。ここに示されておりますよ
うに，税体系全般にわたるオーバーホールを進
めることとされまして，さらにその中で将来の
成長の担い手である若い世代に光を当てること
により，経済成長の社会基盤を再構築するとい
った検討の方向性が打ち出されているというこ
とです。
さらに改革の基本方針でブレークダウンした

ものが次の資料⑪です。ⅰ）成長志向の法人税
改革，ⅱ）低所得若年層・子育て世代の活力維
持と格差の固定化防止のための見直し，ⅲ）働
き方・稼ぎ方への中立性・公平性の確保，ⅳ）
世代間・世代内の公平の確保等，ⅴ）地域間の
税源の偏在是正といったものが基本方針として
掲げられています。これに基づいて精力的な議
論が行われつつあります。
資料⑫は，最近の税制改革についての概要を

お示ししたものです。これにより税制改革の取
り組みについての現在の立ち位置を確認させて
いただきたいと思います。
まず「デフレ脱却・経済再生等」と一番左に

書いてあるところですが，ここに雇用・消費・
所得の拡大，或いは民間投資の活性化等に税制
面でもしっかり対応していこうということで，
大胆に異次元の政策対応をこれまで講じてきて
おります。所得拡大促進税制の創設，研究開発
税制の拡充等々です。或いは贈与税ですと，教
育資金贈与の非課税の措置の創設，NISAの創
設といったことで対応させていただいておりま
す。
ただ，最近では税制改正の軸足をいわば一時

的な政策対応から次第に下段のような，税制の
抜本改革と称し得る政策対応に移しつつあると
いうことで，ここに法人税，個人所得課税，資
産税，或いは国際課税といったものを書いてお
ります。それを詳しく中長期の視点で過去も振
り返ってみたのが次の資料⑬です。
これまでの税制改革の取り組みと今後の課題

ということで，抜本的な税制改革に焦点を当て
たペーパーになっておりますけれども，税制の
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抜本改革は消費税が３％から５％に引き上げら
れ，所得税の累進緩和を行うことがセットでな
されました平成６年の改革が一番左に書いてお
ります。その後，約２０年たちました。その間各
税目についての一定の見直しは着々と行われて
きております。人口構造の変動，グローバル化
の進展ということが進行してきましたけれども，
税制について包括的な見直しをこういった変化
に伴って行うに至ってはいないという認識です。
ここに来まして，税制のオーバーホールをな

すべき時期に来ているという認識が高まり，現
にそうした取り組みが始まっているという位置
付けとご認識いただければと思います。税と社
会保障の一体改革しかり，成長志向の法人税改
革といった現在進行中の分野に加えまして，こ
れからは個人所得課税，資産課税が大きな課題
になってきます。ここで議論，検討を行ってい
く場合にはどのような税体系を構築していくべ
きか。社会の実像を十分念頭に置いて進めてい
く必要があると思っております。
この社会の実像がキーワードになっておりま

して，例えば資料⑭から資料⑲まで政府税制調
査会に提出させていただいた資料の一端をご紹
介しております。各々個別に今日は触れません
けれども，社会の実像，いろいろな意味での生
活のあり方とか，結婚した夫婦の形態のあり方
と，子どもさんの数とか，或いは高齢化社会や
いろいろな要素というものを十分実像を踏まえ
た上で今後考えていかなければいけないのでは
ないかというのが今の私どもの問題意識です。
それをまとめますと，資料⑳です。資料⑭か

ら資料⑲は非常に重要なことがいろいろ書いて
ありますので，また後ほど見ていただければと
思いますけれども，実像の資料を基に基本的な
考え方をまとめたものです。わが国の経済社会
構造がどのように変化してきているのか。その
実像をしっかり確認した上で現在の税制がそう
した構造改革にフィットしているのか。目指す
べき税制の北極星は何かといった問題意識に立
って税制のあり方を絶えずチェックしていく必

要があろうかと思っております。
この２０年間での所得，消費，資産にわたるマ

クロ的な変化や人口構造の変化と働き方や若い
世代の環境といったミクロ的な変化の実像を捉
えまして，一番右側の欄にありますように，税
制の構造改革として成長を阻害しない安定的な
税収基盤と若い世代に光を当てながら，経済の
成長基盤を構築する方向を模索していくことに
なります。この若い世代に光を当てていこうと
いうのがまた新たな取り組みの１つとご認識い
ただければと思います。
こういうファクトを分析しまして，問題提起

をしていくという姿勢で政府税調におきまして
来年以降にも考えております中期答申に結び付
けていこうということです。
所得税につきましては税率構造だけではなく

て，控除のあり方というものも重要です。所得
税の控除の現状を見ますと，資料㉑ですが，給
与所得控除のあり方，そして，人的控除のあり
方，こういったものを抜本的に検討していくと
いうのが今後の課題になろうかと思います。い
ずれにしましても若年層の低所得者層に光を当
てて，少なくとも平均年収以下の世帯の負担軽
減をどうやって図っていくか。これが今後の経
済成長の基礎の１つとも言えるのではないかと
いう認識です。
それから，資料㉒－１，資料㉒－２に書かれ

ておりますのが，配偶者控除の改革について昨
年１１月に政府税調が示したリポートの概要です。
本日は詳しくはご説明できませんが，現行制度
も書いておりますけれども，A案としまして
は配偶者控除を廃止して，その財源を使って子
育ての支援を拡充させていくという案とか，次
の資料のB案はいわゆる移転的控除の導入と
いった考え方，選択肢Cは夫婦控除を創設す
るといった考え方，いろいろなオプションをお
示ししておりまして，現在皆さんの議論に供し
ているということですので，また皆様方のご意
見を賜れればと考えております。このような形
で所得税改革は抜本的な改革といいましょうか。
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そのための今は実像把握といったものをしてい
るということをまずは皆様にご報告申し上げた
いと思います。

３．法人税について

次に法人税改革です。資料㉓をお開きくださ
い。これまでの法人税の対応というのは大きく
は，民間投資の活性化を主眼に，大胆な租税特
別措置を講じる政策対応をしてきました。これ
からむしろ企業の稼ぐ力そのものを引き出す必
要があるといった発想に切り替えていく必要が
あるのではないかという問題意識の下で，成長
志向に重点を置いた法人税改革，いわば法人税
の構造改革を進めるという視点から，２７年度税
制改革でこれに着手したところです。
具体的には課税ベースを拡大しつつ，法人実

効税率を引き下げるという税制中立の考え方を
基本として，法人実効税率をこれまでの
３４．６２％から，先行減税分を含めて，２８年度に
は３１．３３％まで引き下げることとしました。来
年度以降も引き続き取り組みまして，２０％台ま
で引き下げることを目指しているというのが資
料㉓です。
資料㉔は，政府全体が取り組んでいる経済の

好循環に向けた取り組みを示しております。
コーポレートガバナンスの強化，そして，政労
使の連携による賃上げに向けた環境整備，さら
には成長志向型の法人税改革，これを３本柱と
して，日本経済全体の生産性を高めて，企業の
稼ぐ力を強化して，経済の好循環の確立を目指
すことを説明しております。
平成２６年１２月３０日に，与党税制改正大綱に示

されました法人実効税率引下げの道筋が資料㉕，
その枠組みが資料㉖になっております。
資料㉕は，実効税率の引下げ幅が大きければ

大きいほど，原点から上に行きます。普通のも
のとはやや見にくいかもしれませんけれど
も，２７年度は２．５１％法人実効税率を引き下げた
と見ていただければと思います。そして，既に
２８年は３．２９％まで下げることが決まっていると

ころで，さらに上乗せの部分も示されていると
ころです。
２７年度改正のところを見ていただきますと，
法人税率を２．５１％引き下げる一方で，欠損金繰
越控除を８０％から６５％にする，或いは受取配当
益金不算入の部分を若干縮小する，さらには租
税特別措置の見直し，地方税では法人事業税の
見直し，外形標準課税の見直しといったことを
行うこととされ，課税ベースを広げることで税
制中立な改革を行ったという形になっておりま
す。
さらに白い空白の部分は欠損金繰越の縮小を

段階的に行うということです。２年間は８０％か
ら６５％，さらにその２年後に６５％から５０％と段
階的に行うことで，その分を先行減税とさせて
いただくという考え方になっているので，この
白い部分は先行減税分と見ていただければと思
います。
資料㉖は，今申し上げた２７年度の改正と２８年

度以降の改正の候補となるメニューを示してお
ります。いわゆるアベノミクス税制と言われて
います上から６つ目の生産性向上設備投資促進
税制，或いは所得拡大促進税制といったことの
期限が到来してきますので，こういったものを
どういうふうに見直していくかというのが今後
の法人税改革の課題になることをここでお示し
しております。
資料㉗から資料34は，２７年度の法人税にかか

る先ほど申し上げたような欠損金等の改正の内
容をお示ししております。

４．消費税について

続きまして，消費税についてです。資料35は，
平成２６年度税制改正大綱です。
資料36は，平成２６年１２月３０日の平成２７年度税

制改正大綱です。「第一 平成２７年度税制改正
の基本的考え方，Ⅲ社会保障・税一体改革，３
消費税の軽減税率制度」ということで，「消

費税の軽減税率制度については，関係事業者を
含む国民の理解を得た上で，税率１０％時に導入
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する。平成２９年度からの導入を目指して，対象
品目，区分経理，安定財源等について早急に具
体的な検討を進める」ことになりまして，平成
２７年１月に与党税制協議会の下に消費税軽減税
率制度検討委員会が設置されて，ご議論される
運びになったわけです。
５月に，第３回の検討委員会が開かれた際に，

この委員会で示された各制度試案の比較が資料
37です。仮に軽減税率を導入した場合の対象品
目について，視点の右側に，酒類を除く飲食料
品とする場合，もっと狭くして生鮮食品とする
場合，さらに狭くして精米とする場合という３
つの案が示されまして，各々の視点，例えば低
所得者への配慮とか，痛税感の緩和が実感でき
るか，など７つの視点に基づいて評価し，試み
に記号を付したものがこの表になっております。
資料38は，同協議会で野田会長からお示しさ

れたものですけれども，EU諸国で採用されて
いる軽減税率制度につきましては３つの課題が
あると会長からお示しされました。１つはここ
に矢印が書いてありますけれども，これを目で
追っていっていただきますと，まず対象品目を，
前の資料で見ていただいたように，左側の例え
ば酒類を除く飲食料品というのが一番幅広めに
取っているわけですけれども，対象品目を幅広
く設定して軽減税率を適用すると，所要財源が
大きくなるということです。
この消費税率の引上げというのは，社会保障

の充実・安定のために引き上げさせていただく
ということであるにも拘わらず，逆に所要財源
が大きくなると，その社会保障に対する手当は
どうするのかという議論を惹起することになり
ます。従って，右で財政制約がございますので，
対象品目を限定しようかという話になります。
そうすると，この対象品目の設定がなかなかわ
かりづらいとか，税負担の軽減の実感が減ると
か，そういう議論が起こりまして，一番左側の
見直しの議論，陳情合戦ということで，この対
象品目の線引きの問題というのが深刻になると
いうことです。これがいわゆる悪循環というも

ので，こういったものが１つあるだろう。財源
の問題と線引きの問題が非常に難しいというの
が１点目です。
２点目が事業者の事務負担の増加です。対象

が極小でない限り，インボイスを含む新たな区
分経理の仕組みを導入することが不可欠だとい
うことです。もちろんインボイスを導入すれば
いいという議論もありますけれども，事業者の
方々の負担を考えると，この区分経理の問題と
いうのは，事務負担を相当重要に考えなければ
いけないということで，２点目の事業者の事務
負担の増加の問題というのが出てきました。
さらには，３番目として政策目的になじまな

い効果があり得るのではないか。例えば高所得
者にまで恩恵が及び，所要財源が大きくなる。
非常に高額な飲食料品店で高額な消費をした方
が軽減税率を適用されることになると，そもそ
も低所得者対策という政策目的が薄れてしまう
のではないかというのが３番目のポイントです。
資料39はほぼ同じことを申し上げております

けれども，一番ベースとなるものは何か，一番
確保しなければいけないのは何かというのが基
本的特質というところに書いておりまして，課
題のところに今申し上げた３つの点が書かれて
おります。
まずは基本的特質です。軽減税率制度という

のは，低所得者対策としてふさわしい対象品目
を特定し，購入した品目について消費税負担を
軽減するのだということです。購入の都度消費
者が軽減のメリットを実感するのだということ
です。給付や所得税の税額控除ではなくて，消
費税そのものの負担を軽減する消費税制の仕組
みである必要がある。こういった踏まえるべき
ポイントを列挙し，さらに課題としては，申し
上げたとおり，対象品目の設定の悪循環をどう
やって克服するか。或いは事業者の事務負担の
増加がないようにどういうふうに配慮したらい
いか。政策目的になじまない負担軽減効果の発
生がないようにしなければいけない。こういっ
た課題というものを克服しなければいけないと
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いうことがこの検討委員会の総意，強いご意見
という形になったわけです。
これが先ほど申し上げた５月２７日の検討委員

会ですが，６月に与党から財務省に対しまして
軽減税率制度の課題を乗り越えるべく知恵を絞
れというご指示がございました。これを踏まえ
まして，財務省におきまして消費税負担の軽減
を日々生活の中で実感してもらえるという軽減
税率制度の趣旨，意義を体しつつ，今申し上げ
た軽減税率制度の課題を克服することを中核的
なコンセプトとして与党における議論の１つの
たたき台になるような案の検討をこの夏に行っ
てきたということです。
従いまして，もう一度申し上げますけれども，

「与党の検討会で軽減税率制度の課題が共有さ
れた。EU型の軽減税率制度には非常に大きな
課題がある。従って，それを克服できるような
案というものを宿題として出すから，次回の検
討委員会までに検討せよ」というのが宿題だっ
たわけです。９月１０日に第４回の検討委員会が
開かれ，その宿題に対する案を提示したところ
です。
まずは宿題をお返しするということで，一部

新聞等において財務省案があたかも最終案であ
るかのように報道されるに至りまして，私ども
の宿題で，まさにたたき台ですので，今後ご議
論いただくべき案なのにも拘わらず，財務省が
細部までかちっと決めてきたというような感じ
のニュアンスで捉えられるような報道もありま
した。
いろいろな報道があって，皆さんにどうなっ

ているのだという思いがあったとすれば，それ
は誠に恐縮ですが，私どもとしてはそういう経
緯でご報告を申し上げ，今月１０日与党に提出さ
せていただいたということです。その後もいろ
いろな形で皆様のご意見が出ております。そう
いうことを私どもは十分謙虚にといいましょう
か，まさにそういうご議論を頂くということを
念頭に置いておりましたので，今後ともいろい
ろな形でご議論いただいて，それを私どもなり

に吸収し，最終的には冒頭から申し上げている
とおり，与党において検討し，決定していただ
くことですので，それについての与党の議論と
いうものを今後もお支えし，また，見守りたい
というのが私どもの考え方です。
その中身を若干申し上げますと，資料40，資

料41になっております。通称還付ポイント制度
と言われておりますが，ポイント制度を活用し
まして，還付対象品目に係る還付ポイント相当
額を消費者個人に還付する仕組みというものを
考えているということです。そのポイントにつ
いて幾つか申し上げます。
まず消費者の方々にとってわかりやすい仕組

みとするために，広く酒類を除く飲食料品を対
象にしたらいいのではないか。これは線引きが
容易といいましょうか，線引きが明確な領域で
はないかというのが１点目です。それから，消
費税負担の軽減を実感できるように，買い物の
都度還付ポイントを付与するという仕組みでは
いかがかということです。さらに高所得者が過
大な恩恵を受けることがないようにするために
還付限度額を設定してはどうかということです。
さらに事業者の経理や納税の事務に影響させず，
特に川上や流通の中間段階の事業者の方々には
何らの追加的な事務負担が生じないよう，工夫
を講じたところです。
資料の順序と前後しますが，資料43を見てい

ただきますと，これは先ほど見ていただきまし
た軽減税率制度の基本的特質と課題というのが，
左側のところの「EU型軽減税率制度」の特質・
課題に書いておりますけれども，こういった課
題を克服し得る１つの案として，たたき台とし
てお示しした「日本型軽減税率制度」が右側に
ございます。
例えば課題のところを見ていただきますと，

還付限度額の設定により財源の問題を解消でき
るとか，或いは対象品目を幅広く設定できると
いうこと，さらには事務負担の増加については
インボイスを含む区分経理は不要ですといった
こと，それに政策目的のところは還付限度額に
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よる対応が可能といったことで，１つ克服でき
るのではないかということです。
もう１つ，そもそもマイナンバーカードを使

うとはどういうことかということで，資料42を
見ていただきます。むろんこれは詳細が詰まり
切っているわけではないので，今後の議論とい
うものがございますけれども，マイナンバー
カードとはこういうイメージです。まだ導入さ
れていないのに，それを利用するのはいかがか
というご意見があるというのも承知しておりま
すけれども，今般導入されるマイナンバーカー
ド制度を有効に利用させていただくというのが
１つの案となっております。マイナンバーカー
ドには基本４情報というのがございます。それ
は氏名，住所，生年月日，性別です。この４情
報というのはもちろん個人情報ですけれども，
今回の日本型軽減税率制度に関しましてはこの
基本４情報は読み取らない，使わせていただく
ことはない制度です。
どういうことかといいますと，裏面のチップ

の中に公的個人認証用の「符号」というものが
別途埋め込まれております。これは名前でも何
でもなく，数字とアルファベットが組み合わさ
れたものです。この符号と「還付ポイント対象
品目」の購入日時，「還付ポイント対象品目」
の購入総額，事業者の登録番号を，前の資料の，
還付ポイント蓄積センターというところに送っ
ていただきます。従って，複雑なシステムでは
なく，他のシステムからクローズドであるので，
情報が外に出ることもなく，個人の特定がほと
んど不可能な状態でポイントを蓄積していくと
いう形になっております。マイナンバーカード
は利用させていただきますが，マイナンバー自
体を利用した制度ではないというのも１つこの
案の中では言えることです。
むろんいろいろな意味で今後の普及の度合い

がどうなのだというご懸念もあろうと思います。
もちろんカードの普及というものを前提として，
いろいろな問題点というものを克服しなければ
いけない論点があろうかと思いますので，この

点につきましては今後とも与党でのご指摘，ご
議論を踏まえて，私どもなりに対応できるとこ
ろは対応していくという姿勢であるということ
を消費税の軽減税率の議論に関しましてご説明
をさせていただくということで，私の今日の４
つのポイントについてのご説明に代えさせてい
ただきます。長い間ご静聴ありがとうございま
した。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。それでは，
ただ今の田中参事官のご説明に関連いたしまし
て，企業側及び学界側からの意見をちょうだい
したいと思います。最初に，塩谷租研理事から
企業側からのご意見を頂きたいと思います。
―――――――――――――――――――――

Ⅱ．財政・税制への意見

（塩谷） 三井物産の塩谷でございます。本日
はよろしくお願いいたします。田中様，大変充
実した資料を基に極めてホットな話題，背景も
含めまして，とてもわかりやすいご説明をあり
がとうございました。企業サイドの立場から少
しだけお話を申し上げます。最初に日本経済と
か，財政状況についてお話し申し上げようかと
思ったのですが，三木会長，皆さんに触れてい
ただきましたので，そこは省略させていただき
まして，税制改革の方向性についてまず申し上
げたいと思います。

〔法人税改革について〕
経済・財政再生計画の歳入改革として現在進

めておられます成長志向の法人税改革をできる
だけ早期に完了し，経済成長を阻害しない安定
的な税収基盤を構築する観点から，税体系全般
にわたるオーバーホールを進めるということと
理解しております。法人税改革の重要な柱に法
人実効税率の引下げがございまして，先ほどの
ご説明でも引き続き数年で２０％台を目指すとさ
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れております。
日本の競争相手ということで申し上げますと，

いろいろなところがございますけれども，やは
りアジア諸国ということになることも多いので
はないかと思います。アジア諸国の法人実効税
率の平均が２２％程度というような資料がござい
ます。日本の立地競争力や日本企業の国際競争
力の向上の観点から申し上げますと，２０％台の
目指すところといいますのは，それを意識しな
がら現在の世界平均と言われています２４～２５％
というあたりなのかなと私どもとしては考えて
おります。
ご承知のとおり，イギリスでは今年の５月に

法人税率を現行の２０％から２０年４月に向けて
１８％まで引下げる案が公表されておりますし，
アメリカにおきましても今年２月の大統領経済
報告の中で，企業立地の競争力向上に向けて連
邦法人税率３５％から２８％への引下げが提案され
ているということで，世界的に法人実効税率の
引下げの競争と言ってもいいような状況が続い
ていると認識しております。このような状況下
で法人税改革を早期に完了させるとおっしゃっ
ていただいていますけれども，法人実効税率に
ついてどのような時間軸で，どの程度までの引
下げを想定していらっしゃるか。この点につき
まして差支えない範囲でお話しいただければあ
りがたいと思っています。それが１つです。
一方で，実効税率引下げとセットで課税ベー

スの拡大などによる財源問題の議論が起きます
のは，日本の財政状況を考えますと，もちろん
やむを得ないことだとは理解するわけです。し
かしながら，欠損金の繰越控除の見直し，国内
からの受取配当金益金不算入割合の縮小，外形
標準課税の拡大等々，主要な課税ベースの拡大
は，先ほどの資料にもございましたけれども，
平成２７年度の税制改正においてかなり実施され
ていると感じておりまして，今後さらなる拡大
の余地というところはさほど大きくないような
印象を持っております。
特に研究開発税制について申し上げますと，

一部が平成２８年度末に期限が到来いたしますけ
れども，日本企業の「ものづくり」の技術は依
然極めて高い水準にあると理解しておりまして，
日本の会社は製造業を中心に競争力の源泉とな
る新技術の開発に積極的に取り組んでいる状況
にあると思っております。こういった日本企業
の取り組みについて研究開発税制という形で引
き続き税制面での支援が必要ではないかと考え
ております。それから，企業活動のグローバル
化が進みまして，税源としての法人課税所得が
捕捉しづらくなってきておりますので，安定的
な税収基盤の構築の観点からは，法人税に過度
に依存する税制体系や，或いは税目ごとでの税
収中立を少し見直すような考え方もあるのでは
ないかと考えております。

〔税体系全般の見直しについて〕
２つ目の質問になりますが，税体系全般にわ

たるオーバーホールを進めるということでした。
先ほどのご説明でかなり具体的にイメージが湧
きましたけれども，どのぐらいの期間で，どの
ような見直しか，もう少し具体的にもしお話し
いただけるところがございましたらご説明頂き
たいと思っております。

〔国際課税について〕
最後になりますけれども，これは明日のテー

マと理解しております。私どもは商社というこ
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とでございまして，特に関係する部分が多くご
ざいますので，国際課税について少しだけ申し
上げさせていただきます。来月１０月にはBEPS
の行動計画残りの多くの項目について報告等が
あると理解しております。今の定義の見直しと
か，日本の現行制度と異なる制度の提案とか，
新たな情報の提供など，国際課税ルールの見直
しの影響はアグレッシブなタックスプランニン
グをやっております主に欧米等を中心とする多
国籍企業への影響のみならず，普通にグローバ
ルに取引を行っている日本企業に対しても極め
て大きな影響があると考えておりまして，
BEPSの動向，参加国の対応及び日本の国内税
制の落とし込みがどういうふうになっていくか
と強い関心を持っているところです。
少なからぬ日本企業は，既に現状におきまし

てもいろいろな新興国を中心にかなりアグレッ
シブな課税を受けているという状況があると認
識しております。今回の見直しによりまして，
いろいろな国がさらに徴税を強化するような動
きになっていった場合，それに伴う対応，或い
はその事務負担といったものが増大するという
ような懸念を持っております。行動計画１４など，
さまざまな対応を各国にしっかりと足並みをそ
ろえていただいて，予見可能性とか，法的安定
性の高い制度となっていくようにぜひよろしく
お願いしたいと思いますし，租税条約のネット
ワークにつきましても，例えばチリとか，台湾，
ミャンマーなど，既に日本と大変に取引の多い
国や地域，或いはこれからさらに増えていくだ
ろう国・地域などとの充実もしていただけると
大変ありがたいと思っております。長くなりま
したが，よろしくお願いいたします。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。続きまし
て，土居教授から学界のご意見を頂いて，その
後に田中参事官からご回答を頂きたいと思いま
す。土居先生，お願いします。
―――――――――――――――――――――

（土居） 慶應義塾大学の土居でございます。
今日はこのような形で皆様の前でお話しさせて
いただく機会を頂きましてありがとうございま
す。田中参事官のきめ細かいご説明どうもあり
がとうございました。

〔消費課税の位置づけ〕
冒頭に経済・財政再生計画のことにお触れに

なられて，２０２０年までの基礎的財政収支の黒字
化は何としてでも達成しなければならないと私
自身も思っております。特に高齢化による社会
保障給付を持続可能なものにするためにも，も
ちろん団塊世代は２０２５年に７５歳以上になるわけ
で，その前にきちんと財政的な基盤を確立する
ためにも，２０２０年までに何としてでも基礎的財
政収支を改善することが私は必要だと思ってお
ります。
その意味で言うと，これからの５年間の財政

運営では，まずは歳出改革。もちろんデフレ脱
却，経済再生も言うまでもありませんが，歳入
改革は，特に税収増という観点からすると，経
済成長による税の自然増収は期待するけれども，
消費税率を１０％より上に上げることは今の段階
では封印をしていると言ってもいいかもしれま
せん。
私としては非常に隔靴掻痒のところがあって，

財務省も与党の方針を覆すわけにもいきません
ので，１０％以上ということをなかなか口に出し
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ては言えないという苦しい状況であろうかと思
います。けれども，やはりわが国の税制全体を
考えていきますと，法人税はグローバル化，経
済成長を促すという観点の視点からの実効税率
のさらなる引き下げ，それから，所得税は，後
で申し上げますけれども，所得再分配の効果が
発揮できるようにすることと同時に，社会保障
財源の確保として消費税をこれからさらに強め
ていかなければいけないのではないかと私は思
っております。
ただ，先ほどのご説明にもありましたように，

消費税の還付型といいますか，日本型軽減税率
制度の議論がこの１０日間ほどありました。ある
種国民の消費税ないしは消費課税に対する妙な
忌避感が学者としては大変気になっているとこ
ろです。机上の空論といいましょうか，学者の
頭では法人所得課税，個人所得課税，消費課税，
資産課税もありますが，これらの税のそれぞれ
長短を考えながら税制を組み立てていくべきで
はないかという議論があり，さらにはこれまで
のわが国の税制改正の流れでも，所得，消費，
資産にバランスよく課税するというような議論
もありました。
しかし，これから財政状況が厳しいというこ

とと社会保障給付が増大していくということを
考えますと，もはやそんなバランスよくという
ことも言っておれないのではないか。むしろ消
費課税に思い切ってウエイトを移していくこと
を国民に，一朝一夕には理解は進まないと思い
ますから，丹念にかつ粘り強く消費課税での税
収確保を訴えていかないと，わが国の財政も，
社会保障も立ち行かなくなるのではないかとい
うことです。それでいて，経済学的に考えます
と，法人課税よりは消費課税にウエイトを移し
た方が経済活力も維持できると思います。そう
いう意味では田中参事官には少し超越的な質問
になってしまうかもしれませんけれども，今後
消費課税にわが国の税制がシフトしていくとい
う方向性を，もちろん社会保障の財源確保とい
う話もあるのですけれども，この忌避感をどう

やって払拭していくかについてお考えがありま
したらぜひお聞かせいただきたいと思います。

〔日本型軽減税率制度におけるマイナンバー制
度について〕
それから，さらに消費税の話で申しますと，

先ほど日本型軽減税率制度の説明がありました。
確かにいろいろなうわさがありますので，ある
こと，ないこと，新聞報道，インターネット上，
もちろん自由に考え，自由に議論するというこ
とはいいことだとは思うのですが，あらぬ誤解
もどうもはびこっているようで，大変気になっ
ております。特にマイナンバーカードないしは
マイナンバー制度の信頼を損なうような形のあ
らぬ誤解は早めに払拭，断ち切っておいた方が
いいと思うわけです。
先ほど田中参事官も説明してくださいました

けれども，マイナンバーカードをかざしたとき
に個人の氏名，住所，生年月日，性別を読み取
るということかという誤解が実際はあるわけで
す。マイナンバーカードそのものを私自身も持
っておりませんので，そのマイナンバーカード
を持っていない段階でそういう懸念を抱くのは
やむを得ないことだとは思います。けれども，
決して丸裸にして，個人情報を税務当局が取り
入れるということではなくて，制度を考えれば，
そこまでしなくても実行可能だということを示
すことを通じて，マイナンバーカードをかざす
ことイコール個人の情報が丸裸になることでは
ないということを訴える１つのいい機会なのか
なと思ったりもいたします。

〔日本型軽減税率制度について〕
それから，もう１つは日本型軽減税率制度で

す。もちろん軽減税率という言葉にいろいろと
思いがそれぞれおありですので，言葉の１つを
取っても難しいところはあろうかと思いますが，
私がこういう説明を最初にされるともう少し国
民は理解が進んだのかなと思ったのは，輸出還
付の話です。わが国でも最近は外国人旅行者が

― 65 ―



増えていて，その旅行者に対しての消費税免税
制度が拡大しておりまして，ジャパンタックス
フリーショップの許可を取って免税をなさる事
業者の方もおられるということです。
もちろん外国人旅行者は国際的な共通ルール

に従って，消費税，付加価値税は外国で消費さ
れるものには課税しないという原則で免税にす
るということでありまして，途中段階で複数税
率でなくても，外国人に対しては免税ができる
ということはあります。さらにはわれわれが
ヨーロッパ諸国に旅行に行ったときに一定金額
以上の買い物をすれば，空港で免税手続きをす
るということはごく自然な振る舞いとしてあっ
て，かつそこで税負担の軽減というものを実感
することもあったりいたしまして，そういうイ
メージは普通の国民には大なり小なりあると思
います。
そう考えると，これは輸出免税の仕組みに近

いけれども，国内ないしは国民向けの還付制度
であるという説明があると，ヨーロッパでやっ
ていたことをわが国で，全額免税ではありませ
んけれども，２％だけ免税ということなのかな
というふうなイメージも湧いたかなと思うので
す。極端に言えば，税のことに詳しくない方は
まるまる新しい仕組み，いまだこの地球上のど
こにも存在しない仕組みであるかのように錯覚
した面もあったかなと思います。このようなと
ころはより丁寧に説明することを通じていろい
ろと議論が深まると思います。

〔所得税における所得控除と税額控除につい
て〕
最後に所得税ですけれども，配偶者控除の議

論から入っていきましたけれども，もう少し本
筋の話で言えば，配偶者控除に必ずしもこだわ
らないところで，田中参事官の資料では資料㉑
にございます。わが国の１つの特徴として，所
得計算上の控除と所得控除がかなり広範に認め
られていることがあります。実際に課税対象と
なる収入の半分以下しか課税所得にならないと

いう特徴を考えると，この所得控除が手厚いの
ではないか。これを税額控除に変えていくこと
を通じて，より所得再分配効果を発揮する方向
に導けるのではないか，と経済学者としても考
えたりするわけです。
所得控除をなくす代わりに税額控除に変えて，

低所得者に対しての税負担軽減効果は大幅に変
えるということではなくて，むしろ場合によっ
てはより大きく税負担軽減を税額控除で発揮さ
せるけれども，中高所得者層にはそのバランス
である程度税負担軽減の恩恵が縮小することに
なるというやり方があるのではないかと思うの
です。しかし，実務面ないしは政治過程におい
て税額控除化に何か障害というものがあれば，
どういうものがあるかをお聞かせいただきたい。

〔税額控除と社会保険料の連動について〕
最後に１点だけですけれども，税額控除に変

えたとしても，課税最低限以下の方にはその効
果は及ばないことになるわけです。低所得者対
策ないしは所得再分配効果の強化ということに
なったときに，課税最低限以下の方にもその恩
恵が及ぶということは所得税制単独では難しい
ところがあって，場合によっては課税最低限以
下の低所得者の方でも社会保険料は払っておら
れることに着目するのです。国民年金の保険料
とか，国民健康保険の保険料とかを払っておら
れる。そういう方々に対しての保険料減免を税
額控除と連動させる形でするようなことは可能
なのかどうか。そのあたりを少しお聞かせいた
だければと思います。以上です。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。それでは，
だいぶ時間が経過してきましたので，手短にお
答えいただければと思います。
―――――――――――――――――――――

（田中） 塩谷さん，そして，土居先生，あり
がとうございました。簡潔にお答えをするとい
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う岩﨑先生からのご指導なのでそう努めたいと
思います。

〔法人税改革について〕
まず塩谷さんの，法人税改革の早期完了と言

うけれどもいつまでにどの程度なのかというご
質問です。２７年度改正につきましては課税ベー
スの拡大により財源を確保しながら，実効税率
が従来は３４．６２％でしたが，３２．１１％です。２８年
度等も３１．３３％というところまではめどが立っ
ています。
ただし，さらに２０％台までの引下げを目指す

ということにつきましては，税収中立という考
え方に基づいた課税ベースの拡大というものが
議論の過程の中で皆さんにご理解いただいて，
決着するのかといったことにもよりますので，
現時点でいつまでに２０％台になるのかというこ
とについては，今後の与党でのご議論といった
ものを踏まえて，早期にということだと思って
おります。今年の６月の骨太方針におきまして
は，法人税改革をできるだけ早期に完了すると

いう精神が明記されておりますので，それにつ
いては私どももしっかりとやっていきたいとい
うことです。

〔税体系全般の見直しについて〕
それから，次のご質問ですけれども，税体系

全般にわたるオーバーホールを進めるというこ
とだけれども，どのぐらいの期間でどのような
見直しをするのかということです。資料⑩をも
う一度お開きいただきますと，最後の下の３行
「このため，以下の基本方針を踏まえ」，以下
の基本方針というのは次の資料に書いておりま
すけれども，「具体的な制度設計について速や
かに検討に着手し，税制の見直しを計画期間中
できるだけ早期に行う」とされています。計画
期間中ということは２０２０年度までのことを指し
ておりますので，この期間内にとにかく「今後
の改革の中心となる個人所得課税については，
税収中立の考え方を基本として，総合的かつ一
体的に税負担構造の見直しを行う」という基本
ラインで対応させていただきたいと思っており
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ます。

〔国際課税〕
それから，国際課税の話です。私は国際課税

を担当させていただいている関係で質問を頂い
て非常にありがたいと思います。特にまた明日
詳しく国際課税につきましてはご説明をさせて
いただきたいと思っております。BEPSプロジ
ェクトについて，皆さん，ご承知でない方もい
らっしゃるかもしれませんので，申し上げます
と，これは訳しますと，税源の浸食と利益移転
というのがBEPSというものです。BEPSとい
う言葉自身は税源を浸食することということな
ので，BEPSに対抗するというのが私どもの精
神なわけです。
BEPSとは何かといいますと，個社名を申し

上げるのは恐縮ですけれども，社会問題化しま
したので，お許しいただけるとすると，例えば
スターバックスのイギリス法人の実効税率が
２％程度であるということがイギリスの国会で
とり上げられました。過去数年にわたって４，５００
億円も利益があったのに，実際に払った税額は
１３億円であるというようなことで，なぜこうい
うようなことが起こるのだということが議論さ
れました。それは決してスターバックスが悪い
ということではなくて，むしろ各国の税制に抜
け穴があるとか，或いはそういうことの誘因と
なるような制度の側に問題があるのではないか
という問題意識が世界各国で広まりました。
従って，これはむしろ税制当局の問題として

公正な競争条件を確立することが重要です。「あ
の企業はBEPSをやってていいな。わしらは
やれないな」とか，或いは国内の中小企業は
BEPSをやりようがない中で不公平感が広まる
ことは避けなければなりません。そういう意味
では全世界の企業は，国内外を問わず，どのよ
うに公正な競争条件を整えていくか。こういう
精神でBEPSに対抗する議論が２０１２年からス
タートしました。２０１３年には，G２０でも，G７
でも首脳レベルが膝を交えて，この税源の浸食

問題に対してどう対応していくか，議論されま
した。
リーマンショック以降，各国が財政政策を一

生懸命やっていく中で，ある一部の企業だけが
税源の浸食をしているということはとても納税
者に対する信頼が持たない，或いは政府の財政
赤字もそうだし，納めていらっしゃる個人の納
税者の方々の意識に対してもお答えできない。
或いは中小企業の方々に対する意識についても
お答えできない。これはしっかり取り組もうと
いうのが政治的なメッセージになりまして，非
常に強い政治的なモメンタムでこの２年間議論
してまいりました。それが来月に報告書となっ
て出てまいります。
従いまして，先ほどのご質問に対しては，日

本企業の方々に過度なルールを押し付けるとい
うことではなく，むしろ一部の企業，或いは一
部の国で非常に不透明な税制を持っているよう
な国をなるべく排除して，なるべく公正な競争
条件を整えていこうという精神です。詳しくは
明日ご説明しますので，そういう精神だという
ことだけご報告申し上げたいと思います。

〔消費課税の位置づけ〕
それから，土居先生，ご質問ありがとうござ

いました。消費課税のシフトについての国民的
合意形成の障害をどう取り除いて，まず消費税
を中心にというのをもっと明確に出すべきでは
ないかというお話です。そういう先生のご意見
をしっかりと局内にも伝えてまいりたいと思っ
ております。基本は少子高齢化の進展の下で社
会保障制度を次世代にしっかりと引き渡すとい
うことで，消費税による安定財源の確保という
今の社会保障一体改革の法の精神というものは
しっかりと引き継いでいきたいということです。
今後の税制のあり方を考える場合に，税制の

公平性というものをどういうふうに考えるのか。
勤労世代に偏らない税負担とはどうあるべきか。
或いは格差の固定化の防止という観点から，応
能課税たる所得税や資産課税という役割も引き
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続き重要だと考えておりますので，こうした点
を踏まえながら，消費税に重要な役割を付して
いくというのは基本ラインとして堅持をしつつ，
所得課税や資産課税をどのように組み合わせて
いくのか。こういった議論を幅広くしていただ
くその準備を私どもはしていきたいと思ってお
ります。

〔日本型軽減税率制度におけるマイナンバー制
度について〕
それから，２点目のマイナンバー制度をより

丁寧に説明せよというお話も，そのとおりです
ので，よりわかりやすい説明を心掛けたいと思
っております。

〔所得税における所得控除と税額控除につい
て〕
３点目は税額控除化の話でした。これにつき

ましては，先ほどの配偶者控除だけではなく，
全般的な控除のあり方を議論するべきだという
ことで，資料㉑を先生はご指摘いただきました。
ありがとうございます。
給与所得控除等については，働き方が多様化

する中で給与収入か，事業収入か，年金収入か
によって税負担がアンバランスになるといった
問題が出てきております。その収入は給与なの
か，事業なのか，年金なのかということによっ
て税負担がアンバランスになるという問題があ
るとか，或いは人的控除である基礎控除や配偶
者控除，扶養控除，社会保険料控除を中心に税
額控除化といった方向性が必要なのではないか。
私どももその方向性は十分重要な方向性とし

て取っていきたいと思っておりまして，具体的
にどのような制度設計にするかという段階に
徐々に来ているのではないかと思いますので，
先ほど土居先生がおっしゃった税額控除化とい
ったものを１つの手掛かりにしながら議論して
いきたいと考えております。

〔税額控除と社会保険料の連動について〕
最後にご指摘のありました社会保険料と組み

合わせて検討するべきというお話につきまして
は，社会保険と税というのが所管する場が違う
という縦割りみたいなことを申し上げて恐縮で
すけれども，社会保険料の負担の構造のあり方
につきましては，必要とされる給付水準との関
係とか，自助，公助，共助のバランスとか，年
金基金や健保組合の保険者の財政に対する影響
などとか，そういったいろいろな変数があろう
かと思いますので，そういうことを総合的にご
議論していただくという流れができれば，そう
いう形で議論というものがあり得るのか。今の
は私の私見ですので，私のお答えする能力を超
えているものです。どうもありがとうございま
した。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。それでは，
ここで国の税財政に関する議論はひとまず打ち
切らせていただきます。続いて，青木自治税務
局長から地方の税財政に関する取り組み状況に
つきましてご説明をいただきたいと思います。
よろしくお願いします。
―――――――――――――――――――――

Ⅲ．地方財政・地方税制の現状と
課題

（青木） ご紹介いただきました総務省の自治
税務局長の青木でございます。よろしくお願い
いたします。財務省も軽減税率で大変忙しい状
況になりました。総務省も８％の消費税率のう
ち１．７％は地方消費税ということでもあり，私
どもの方もちょっと忙しくて，遅れての参加に
なりましたことをお許しいただきたいと思いま
す。
お手元に資料を用意させていただいておりま

す。「地方財政・地方税制の現状と課題」です。
少し時間も超過してきているので，予定時間よ
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り少し短くなるように努力してご説明申し上げ
たいと思います。

総論：地方税財政の現状

資料❷をお開きいただければと思います。上
が国の赤字の状況，下が地方財政の財源不足の
状況です。棒の長さがお金が足りない幅という
ことですが，地方の場合，お金を借りて地方債
の増発なり，或いはお金を借りて交付税を増額
するということで何とか埋めてやってきている
ということなのですが，積もり積もって地方の
借金も増えてきております。
借金の残高，長期債務の残高が，２００兆円と

いう大台に達しています。国が８００兆円，地方
が２００兆円，合わせて１０００兆円です。国に比べ
れば地方はましではないかという見方もあるか
もしれませんが，地方団体がGDPの４０％に相
当する長期債務を抱えている国は多分ないと思
います。そういう意味では相当厳しい状況にな
っております。
資料❺の図でご覧になっていただきますと，

長期債務の中にも幾つか質の差がございます。
真ん中のグレーはいわゆる国で言えば建設国債，
インフラの整備等に当てられている借金ですの
で，何らかの公共施設を整備するときに，当該
年度の負担だけで無理なので，何年間かでなら
すためにも借金をしてというのはわれわれが家
を建てるときに住宅ローンを借りるのと同じ仕
掛けです。下のドット柄のところは赤字地方債
ですが，地方が赤字地方債を発行して，その残
高が５０兆円にもなっているというのをどう見る
か。これは結構深刻な事態だと思っています。
財政的に赤字国債なり，赤字地方債をどう見

るか。いろいろな議論があろうと思いますけれ
ども，地方団体は，経済政策については国と一
定程度同じ歩調をとることはあっても，金融政
策は持っていないわけです。赤字地方債で埋め
ながら，経常的な支出を借金で埋めていくとい
うことはどこの国でも当然ご法度です。ご法度
なので，毎年，毎年通常国会で法律改正を，国

会で認めていただきながら，赤字地方債を発行
するのを理解いただきながら，しかし，それが
５０兆円まで来てしまっている。やはりここは何
とか減らしていかなければいけないということ
をよほど真面目に考えなければいけない状況に
来ているのだろうと思っております。
資料❼は，国・地方のプライマリーバランス

をどうやって健全化していくか，その目標です。
２０２０年度の目標の黒字化はなかなか難しいとい
うことがこのデータ上も示されてしまっていま
す。しかもこれはかなり成長した場合です。そ
れでも達することは難しいですが，何とか達成
する方向で地方も頑張っていかなければいけな
い。そういう厳しい状況の中で財源の確保，歳
出の削減というのをどのようにやっていくか。
ここは地方団体も知恵の出しどころという状況
だろうと思います。
そうした中で，資料10は地方財政計画ベース，

地方団体全体の予算ベースと思っていただけれ
ばと思いますが，その中での歳出の推移です。
ご覧になっていただきますと，投資的経費が大
きく減ってきて，給与経費も少しずつ減らして
きて，真ん中の一般行政経費は，社会保障経費
が増えているということで，そちらの支出にど
んどん食われているという実態です。
その上で今後この社会保障関係経費も増えて

いかざるを得ない。先ほど土居先生からお話が
ありましたけれども，２０２５年度には団塊の世代
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が後期高齢者になるというような，その先も含
めて，本当に持続可能な財政を維持できるかど
うかということはやはり真面目に考えていかな
ければいけない。よほど腰を据えて考えていか
なければいけない課題だろうと思っています。
資料13以降は地方団体もそれなりにいろいろ

な努力をしてきているというデータです。いろ
いろな課題がございますけれども，積極的に各
団体が取り組み始めている１つの例としては公
共施設の統廃合です。つぶしたらもう作らない。
民間に売る。民間施設と一緒に作る。それから，
できる限り街中に一緒に住んでもらって，コン
パクトに暮らしていただくようなことも考えよ
うとか，それぞれの地方団体がフルでサービス
するのは諦めて，駅がある中核的な市に大きな
施設，例えば大きな図書館は，自分のところに
持たず駅がある中核的な市に買い物に行く際に
寄っていただくこととして身軽になろうという
ことです。そこまでの移動手段はきちっとして
確保するといったようなことも含めた対応をし
ていこうではないか。そういうことをしやすい
ように地方自治法の改正が昨年度の通常国会で
成立をしているところでもございます。
このように地方においては，様々な取り組み

が始まりつつあるわけですが，そうは言っても，
まだこれからも社会保障関係経費は増える中で，
さらにどう立ち向かっていくか。そんな状況だ
ろうと思います。
以降は税の話です。資料16は左に国税，右に

地方税です。地方税は小さな税目も含めて，い
ろいろな税がございます。国税と同じように考
えていくべき税もございますが，そうでない税
もあります。特に地方税の場合は応益性，行政
からサービスを受けたならば，そのサービスに
応じて負担を頂くという視点が重要であります。
ですから，小さな税でも，その人に負担を頂

くというのが妥当ならば，できるだけ負担を頂
くという姿勢をわれわれは崩せません。最近話
題になっている例えばゴルフ場利用税はもうい
いではないかとか，確かに全国で５００億円の税

ですけれど，ゴルフをされる方は今日もたくさ
んおいでだと思いますが，それはそれで，その
ゴルフ場がある自治体のいろいろなサービスを
受けたということで負担を頂きたいし，温泉に
入れば１５０円の入湯税です。１５０円を取らなけれ
ばいけないのかと思われる方もありますけれど
も，それでその地域の温泉の衛生環境なり，観
光資源の確保ということがなされているという
ことに理解をいただき，きちっと負担をいただ
くべきというのが基本スタンスです。

各論：平成２８年度以降の税制改正に向け
た主な課題

大きな地方税制上の政策課題というのは結構
多くございまして，それをまとめておりますの
が資料19です。この資料は，平成２７年６月１日
に高市大臣が経済財政諮問会議で説明したもの
です。地方の法人課税の改革は国と併せて稼ぐ
力のある企業の負担を軽減するという観点から
進めていくということですけれども，地方の独
自の論点としては偏在の是正ということがあり
ます。１カ所ばかりに税源が集中するというこ
とについての対応を考えていかなければいけな
い。国の場合，国のどこで税収が入ろうと，国
は１つですから同じなのですが，地方の場合は，
そうはいかない。そこがなかなか難しい論点で
もあって，この偏在の是正をしながらも，税源
をきちっと確保していくということが地方法人
課税の中では非常に重要なテーマであろうかと
思っております。
消費税については国と同じように，地方にと

っても社会保障財源を支えるという意味で極め
て重要ですし，軽減税率の議論に関しても地方
団体からはできる限り慎重に検討してください
という声が重ねて強く出されているところです。
個人所得課税につきましても，国と歩調を合

わせて考えていくべき部分，特に女性に活躍い
ただきたい，子育ての支援をしていかなければ
いけない，そういう意味で働き方の選択に対し
て中立な税制という点では，地方税でも同じよ
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うに考えていくのだろうということだろうと思
っております。先ほど土居先生にもいろいろ議
論いただいている政府税制調査会での議論の方
向としては，所得の再配分機能というのを高め
ていくという方向での議論がなされていると思
います。それはある意味では所得が少ない人に
は，場合によっては所得税を払っていただかな
くて，所得が多い方にはもうちょっと負担して
いただくというようなことを，場合によっては
社会保険料と併せて議論するということもある
のかもしれませんが，そうした方向での議論が
なされていると思います。
その場合，しかし，地方税である個人住民税

に関して同じように考えていけるかどうかとい
うのはなかなか難しいところでありまして，個
人住民税は地域の会費です。現在の所得区分か
らいいますと，所得が非常に少ない方は税を払
わなくていいわけですが，ある水準に達します
と，個人住民税の均等割だけを払っていただく。
その上の所得がある方には，個人住民税の所得
割で課税所得の１０％に係る税を払っていただく。
さらに所得が上がると所得税がかかることにな
り，所得税が５％，１０％とかかっていくという
構造になっています。この枠組みの中で個人住
民税についてはできる限り多くの方々に会費と
しての負担を頂くというのがやはり応益性とい
う観点からも重要でありまして，その意味で所
得税と個人住民税と少し特性がはっきりする方
向で中長期的な議論がなされていかざるを得な
いのかなと思っております。
個人住民税と並んで市町村の基幹的な税が固

定資産税ですが，格差の固定化の防止なり，相
続税を計算する場合も固定資産税の評価額を用
いていますので，固定資産税をどう捉えるかと
いうのは相続税にも影響するというようなこと
も含めて，固定資産税のあり方も資産価値に見
合った課税を頂くのだという姿勢を貫きながら，
財源の充実確保を図っていくということが重要
なのだろうと思っています。併せて，税のグ
リーン化という観点では地方税にかなりなじむ

ところもございます。今後車体課税の見直しと
いうのもグリーン化との関係も含めて重要な
テーマだろうと思っております。

１．地方法人課税

資料21以降は具体的な税目の話ですけれども，
現在の法人税改革の枠組みは資料24のとおりで
す。２８年度までで法人実効税率３１．３３％まで下
がるところまで２７年度税制改正で行ってきたと
いうことです。必要な財源は，恒久財源は恒久
財源で確保するという観点に立ちつつ，国税の
方で若干の先行減税をされているということで
す。これを２０％台に引き下げていくということ
は方針として決まっています。これまでの実効
税率引き下げの中で，地方税の中では法人事業
税の外形課税の拡大というのが非常に大きく寄
与しており，外形課税の拡大により１．５％分実
効税率が下がることになったわけです。
法人事業税の外形標準課税については，資料

26ですけれども，所得割が全体の４分の３，外
形部分が４分の１だったのを８分の３，８分の
４と引き上げることにしております。そのこと
で大体実効税率は１．５％程度下がるわけです。
これを今後どうしていくのかですけれども，

資料27です。第２段階として，一番下のアン
ダーラインのところですけれども，大法人向け
の法人事業税の外形標準課税のさらなる拡大に
向けてうんぬんということです。ですから，実
効税率を下げようと思うと，大きな玉がこの外
形課税の拡大だということならば，外形課税の
拡大ということについてわれわれも相当真剣に
今後とも考えていかなければいけない。そのつ
もりでなければいけないだろうと思っておりま
す。
ただ，一方で，外形課税の対象法人は資本金

１億円を超える大法人に現在のところは限られ
ているということです。そのことをどう考える
かという点について，対象法人のあり方につい
ても慎重に検討を行うと資料27の下に書かれて
いるところです。
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外形課税になる，ならないだけでなく，およ
そ中小法人はどういうことなのだろうか，もう
少し丁寧に実態をつぶさに見て，検討していく
ことを考えてもいいのではないか，幅広く検討
してもいいのではないかという姿勢で資料28の
大綱は書かれています。確かに中小法人と言っ
ても，これが中小企業かと思うような企業がた
くさんあるわけです。中小企業と言われる方も
嫌だと思うような会社もあるかなと思います。
また，これだけ多くの企業をある種の保護対象
にしているというところはそれほど国としても
多くない，多分ないのではないかなという感じ
もしています。
ただ，そうは言っても，今までそこは中小企

業だとして，軽減税率の対象とし，外形課税の
対象とはしてこなかったという歴史は歴史で重
いので，相当慎重にいろいろな検討をしなけれ
ばいけないわけです。ただ，外形課税がここま
で拡充されてきますと，１億円を境に負担すべ
き税のルールが相当違ってしまうということに
もなりますので，果たしてどうか。
大きな利益を上げている企業の中には，外形

課税が拡大して随分得をしたというところもあ
ると思います。実はそういうような企業で資本
金が１億円より下のところは「うちにも外形を
入れてくれた方がいい」と思っている企業もお
られるのではないかと思います。そういう声が
上がってくるということではないのですが，し
かし，今後この点については慎重にかつ少し幅
広い視点で議論が必要なのかなと思っています。
その上で，地方法人課税の中で今後喫緊の課

題として重要なのはいかに偏在の是正を図って
いくか，安定的な税体系を作っていくかという
ことになるわけです。資料29は地方の税の中の
税目ごとに税収がどう推移をしてきたかという
点です。地方団体の場合，経常的にサービスを
ずっと提供し続けていかなければいけないとい
う状況からすると，安定性は非常に重要である
ということになるわけですが，真ん中の青の線
の地方法人課税が非常に景気に振れているとい

う状況にあります。
資料30の方は真ん中の地方法人二税が，東京

都と奈良県で比較すると，人口１人当たりでも
相当な差があるというのは見て取れようかと思
います。そういう中で偏在是正というのを図っ
ていかなければいけないという取り組みをこれ
までしてまいりました。
消費税率が８％に上がる段階での対応が資料

32でございます。消費税の税率が上がります。
地方消費税率も上がります。その際，社会保障
の制度の拡充も図っているので，制度の拡充に
伴う地方の負担も増える。だけれども，どの団
体も社会保障の制度の負担が増えるよりも，地
方消費税収なり，市町村分は交付金として県か
ら来ますけれども，いずれにしても地方消費税
収が増える方が多い構造になっています。それ
はそれで安定した社会保障サービスを行うとい
うことで使っていただければいいのですが，財
源が超過している団体から見ると，余ったお金
が積み重なるということなので，その範囲内で
お金が足りない団体の財源にするために，資料
32の点々点々と書いてある真ん中に地方法人税
と書いてありますが，その範囲内で地方の法人
住民税，法人税割の税率を下げて，その税率見
合いの部分を形式的に国税にし，それを地方交
付税という地方団体の共通の財源の原資にする
という改正を２６年度に行っているわけです。こ
れが１０％段階になりますれば，それをさらに深
掘りしていかなければいけないということです。
資料31の数字でいいますと，都道府県分，市

町村分それぞれ法人税割の税率が，県分は
５．０％から３．２％，市町村分は１２．３％から９．７％
下げているわけですけれども，これを消費税率
１０％段階においては同じように引き下げること
をすると，都道府県分は２％，市町村分は８％
ということになります。その上で，平成２０年度
から導入しております少し特殊な仕組みである
地方法人特別税，譲与税という仕組みがござい
まして，これをどうするのか。廃止するならば，
それに見合う偏在是正措置を講じなければいけ

― 73 ―



ないということが与党の大綱に，資料31の一番
下ですが，定められております。このことをど
うするかというのも２８年度の改正に向けて非常
に重要な課題です。
昨日，東京都知事はこういう全体の流れはお

かしいのではないかということを前提にした会
見をされておりますけれども，これからいろい
ろな議論をしていかなければならないと考えて
おります。

２．車体課税

資料35以降は車体課税ですが，車体の課税に
ついても必要な見直しを今後しなければいけな
い状況になっております。
資料36は車体関係の税収がどう推移をしてき

たかということです。ご案内のとおり，地方税
収としては登録自動車にかけられている自動車
税，それから，軽自動車税，それプラス取得時
の自動車取得税が大きな３本柱です。重量税の
一定割合は地方に譲与税として頂いているとい
うことですけれども，ピーク時によりも６，０００
億円減収していて，自動車取得税は３，５００億円
程度減収しているというかなり厳しい状況では
あります。その中で車体課税全体で少しでも税
源を確保させていただく，或いは登録自動車と
軽自動車のバランスという観点から，この４月
から新規登録される軽自動車の軽自動車税に関
しては，７，２００円だったのが１万８００円になると
いうようなことで，１．５倍に増やさせていただ
いております。それでも登録自動車との差はま
だかなりございます。
そうした対応もさせていただく中で，今後全

体として地方税収が一定程度確保されるような
改正をしていく中で，２８年度においては，２９年
の４月に消費税率が上がるというタイミングに
おいて自動車取得税を廃止するときに，自動車
取得時の税制として環境性能割というものを導
入するという方向が与党の大綱に定められてお
ります。
資料39がその内容ですけれども，これは具体

的にどういう設計をしていくのか。これもまた
重要な課題です。
ちょっと戻っていただいて，資料37に現在あ

る自動車取得税の中でエコカー減税の仕組みが
図示されております。２７年度，２８年度の自動車
取得税がまだある期間においては，取得時の自
動車取得税について燃費に応じて５段階でまけ
ていこうという特例措置を設けることにしてお
ります。それまでのエコカー減税と比べて多少
なだらかにまける仕組みとなっております。こ
のグリーンカー機能の維持・強化という観点か
ら，環境性能割というものを導入すべく，これ
から２８年度改正に向けていろいろ議論をしてい
くということになろうかと思います。
実際には新しい税制は２９年の４月から適用さ

れるのですけれども，２９年４月１日に買う車か
ら適用される話ではありますが，様々な準備が
必要なことから，２８年度改正でやっていかざる
を得ないだろうと思っております。
以下，簡単に最近の話題についてご説明させ

ていただきます。

３．個人住民税

資料40以降はふるさと納税です。活用いただ
いている方も多いかと思います。制度の拡充を
図りました。今まで例えば２，０００円の負担で残
り全額が返ってくるという枠が８，０００円だった
人が１万６，０００円となるように住民税の控除額
の特例分というのを倍増することとし，また確
定申告をしなくても，そのメリットが受けられ
るような仕組みというのを今年度から導入して
おります。
幾つか課題がございまして，資料42ですが，

返礼品のことです。１万円寄附いただいたら，
幾ら相当分を返しますという方式なり，換金性
の高いものでお返しするというのはちょっと勘
弁していただけないだろうか。なぜなら，１万
円を頂いたら５，０００円をお返ししますとしたら，
寄附は１万円なのか，５，０００円なのかという話
になると，これは制度の根幹が崩れるからです。
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従って，そこはそれなりに各地方団体でしっか
り考えてくださいという通知を大臣名で資料42
にあるように通知をさせていただいております。
また，寄附をする側から見ても，それぞれの

地方団体がどういうことにこのお金を使おうと
しているのか，地方団体の政策との関係でご判
断いただけないかなという感じもします。それ
から，寄附をもらう方もそこを中心にアピール
していただけないか。それも含めて，今後地方
団体の間で是非議論していただきたいなと思っ
ているところです。

４．固定資産税

資料47以降は固定資産税ですが，固定資産税
の場合，なかなか評価がばらばらだったという
ことです。そこで，７割評価を実施するという
ことにした上で，ただ，評価の差が土地によっ
て結構あるので，時間をかけてある範囲内に収
まるようにしていこうという負担調整措置を講
じてまいりました。
資料48にある図は商業地等の状況ですけれど

も，緑の部分に入るようにやっていこうという
ことで負担調整をしてまいりましたが，９９．５％
の土地はこの枠内という評価に一応落ち着いた
という状況になりました。６０％と７０％の間に入
っているのですが，６０％に張りついている土地
と７０％に張りついている土地があるわけなので
す。そうなると，下の方にありますように，税
負担と評価額が逆転してしまうということもあ
るので，これはすこし見直して，１つの線にす
べきではないだろうかということです。現に住
宅用地については平成２４年度の改正で経過措置
を講じながらもそのような対応をしたというこ
とも踏まえて議論をしたのですが，一定部分の
増税にはなりますので，また，デフレ脱却の見
通しのつかない中で，そこはちょっと難しいの
ではないか，デフレを脱却した段階で考えまし
ょうということで，資料49にあるような大綱の
表現になっているところですが，固定資産税に
ついては資産の価値に見合った負担をしっかり

していただきながら，不公平な部分は是正して
いくという立場に立って今後とも必要な税源の
確保という観点から取り組んでまいりたいと思
っております。

５．地方消費税

資料51以降は地方消費税の話です。これにつ
いては割愛をさせていただきます。

６．ゴルフ場利用税

最後にゴルフ場利用税とかなり小さな税目の
ものがございますが，廃止すべきだという話が
非常に多く出ております。ゴルフもスポーツな
のだから，オリンピックの正式種目になったの
に，なぜゴルフ場利用税だけは消費税の他に負
担をしなければいけないのかという議論があり
ます。確かにスポーツでやっている，本当に競
技としてやっている人もいるのですが，そうで
ない場合があると思います。昼にビールを飲む
スポーツは他にないし，私はテニスをしている
のですが，テニスコートでビールを飲むことは
ご法度なのです。
われわれ国家公務員は倫理規定上麻雀とゴル

フは利害関係者とはできないようになっている
のは，多分スポーツではない部分もあるからと
いう前提がどこかにあるからという気もするの
です。だから，どうというわけではありません
けれども，地方団体の方から見ると，ゴルフ場
のために川に流れる農薬のチェックとか，何か
あれば救急車ということも含めた対応なり，取
り付け道路も市町村が整備をしたというような
こともございまして，ちょっとの負担はぜひお
願いしいたと思っておりますが，相当な圧力が
かかっています。でも，ここはきちっと頑張り
たいと思っております。よろしくお願いします。
説明は以上です。ご清聴ありがとうございまし
た。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。それでは，
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青木局長のただ今のご説明に関連しまして，企
業側及び学界のご意見をいただきたいと思いま
す。まずは塩谷理事からご意見をお願いいたし
ます。
―――――――――――――――――――――

Ⅳ．地方財政・地方税制への意見

（塩谷） 青木様，どうも本当にありがとうご
ざいました。さまざまな課題にとても丁寧に対
応されているということがよく理解できました。
幾つかお話し申し上げさせていただきたいこ

とを考えてまいったわけですけれども，いろい
ろな課題に少しずつでも対応するためには，中
小企業の定義を含めたところの実態をよくご検
討頂くのがよいのではないかということを申し
上げようと思ったのですが，まさに慎重に丁寧
に検証しながら議論されるということでしたの
で，これは割愛させていただきます。

〔地方法人課税について〕
消費税につきましては，前半のパートで随分

議論がございましたし，企業の側からというこ
とで申し上げますと，地方税の実務的な煩雑さ
といいますか，複雑な部分についてすこし申し
上げさせていただきたいと思います。先ほど局
長がおっしゃられたとおり，地方税は応益課税
という側面が強いと理解しております。偏在で
あるとか，税収の不安定さという課題につきま
しては先ほどお話しいただきましたので，もし
可能であればということで申し上げれば，法人
所得への依存の度合いみたいなところを是正さ
れる方向というのはいろいろな議論が出ている
と思いますけれども，思っていたりするところ
です。
事業税の外形標準課税のさらなる拡大の議論

というのはこれからもされるのでしょうから，
外形標準課税部分が相対的に増加していくとい
うことはあるのかもしれないと思いますけれど
も，私どもからしますと，付加価値割のところ

の計算はやはり少し複雑ではないかと感じてお
りまして，簡素化のご検討というのもぜひお願
いしたいと思っています。
特に全国で事業を展開している場合，都道府

県，市町村単位の申告や納付，それから，還付，
或いは各種の変更手続きにおける事務負担とい
う問題があると認識しております。実は私ども
も昨年本社ビルの移転をするために本社ビルの
仮移転を行ったわけですけれども，本社住所の
変更届出書類のフォームや，その添付書類など
が地方公共団体それぞれにおきまして統一され
ておりませんので，１つ１つを確認するという
のが結構手間だなと感じた次第です。もちろん
いろいろな事情がありますから，さまざまな税
目もございますし，大変だと思いますけれども，
企業側といたしましては全般的な簡素化，或い
は統一化といったものもぜひご検討いただきた
いと希望しております。
これは私どもから申し上げるようなことでは

ないのかもしれないですけれども，地方法人課
税部分は国税に一元化するような中で，国と地
方公共団体との間で別途交付税のような形で配
分いただくとか，そうすると，企業の側として
はすごく実務負担が軽減されるというようなこ
とを感じたりもしております。ちょっと言い過
ぎかもしれませんけれども，いろいろな財源を
しっかりと確保していく必要があるというさま
ざまな課題がある中で複雑さとか，わかりにく
さみたいなところを少しでも減らすという視点
も課題解決の議論に当たってはぜひ念頭に置い
ていただければと感じている次第です。以上で
す。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。では，続
きまして，土居先生から学界のご意見をお願い
いたします。
―――――――――――――――――――――

（土居） 青木局長，ご説明どうもありがとう
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ございました。

〔地方税の財政改革について〕
先ほど田中参事官のお話の冒頭でありました

経済・財政再生計画，２０２０年度までの基礎的財
政収支の黒字化は，国と地方が協力して行って
いくということで，青木局長もそのようなお話
をされました。実は基礎的財政収支黒字化とい
う話は，ご承知のように，２０１１年度を目指して，
いわゆる「骨太の方針２００６」という小泉内閣の
ときの計画で一度目指したことがありました。
ただ，そのときは必ずしも消費税増税を前提と
せず，歳出削減でどこまで収支を改善できるか
ということで取り組むという局面が一時期あり
ました。
それと今回の「骨太の方針２０１５」で２０２０年度

に基礎的財政収支黒字化を目指すというところ
で，今回はかなり２００６と２０１５で雰囲気が違った
なということを学界にいて感じています。先ほ
ど青木局長がおっしゃったわけですが，国は大
幅な基礎的財政収支の赤字です。地方はトータ
ルで見ると黒字になっているということで，国
は財政状況が悪くて，地方はそれほど悪くない
ということに対してどう見るかということです。
「骨太の２００６」のときは，先ほど申し上げた

ように，消費税の増税を前提としない収支改善
でしたので，ある種税収のゼロサムゲームみた
いなところがあって，上がってくる税収を国の
収支改善と地方の収支改善とトータルでどうす
るのだ。そのちょうど狭間に挟まっている地方
交付税をもっと削ったらどうだというような議
論もかなり激しく「骨太の方針２００６」のときに
はあったわけです。しかし，今回は基本的にそ
ういう話はあまりありません。むしろこれはプ
ラスサムと言ったら言い方が悪いかもしれませ
んが，これから消費税率を１０％までは上げてい
く。それから，先ほどの青木局長の資料で言え
ば資料19にありますように，地方税収は基本的
には増収の方向であるということです。もちろ
んリーマンショック前ほど回復できているかど

うかというところはちょっとありますし，それ
から，どの自治体で税収が上がっているかも別
の視点ではありますけれども，全体の基調とし
ては増加傾向であるということです。
こういうことからすると，国が赤字で，地方

が黒字で，だから，そこが何とかならないのか
というところに目くじらを立てるよりも，むし
ろ地方は地方で歳出改革にも取り組んでいただ
いて，必要な社会保障の増加にはきちんと対応
するけれども，税収がどしどし入ってくるから
と言って，どしどしそれを振る舞ってしまう，
支出を増やす方に回してしまうということには
ならないようにしていただければ，国は２０２０年
度になってもプライマリーバランスは赤字であ
る見通しではありますが，地方と両者を足し合
わせるとちょうど黒字，ないしはゼロに近くな
るということが見通せれば，この経済・財政再
生計画は達成できたと言えるのではないか。
そのためには，先ほど青木局長もご指摘があ

りましたけれども，臨時財政対策債をできるだ
け抑制できるような地方財政運営がこれから期
待されるところです。収支に余裕が出てくる。
税収が増えて，収支改善に余裕ができる自治体，
全てとは言いませんけれども，都市部を中心と
した自治体には臨時財政対策債を期限が来れば
借換えずに返済するとかして，残高を減らして
いく方に回していただけると，国と地方を併せ
ての基礎的財政収支も改善するという意味にも
非常に大いなる貢献となるのかなと思います。
こういうような雰囲気が経済・財政再生計画の
中で地方交付税を削れというような，かつてあ
ったような雰囲気とはだいぶ違ったトーンがこ
の６月までの議論であったのかなという印象を
持ちました。

〔個人住民税について〕
さて，そこで，税の話に移したいと思います。

先ほど青木局長も強調されたように，地方税制
における応益課税は私も非常に重要なポイント
だと思っております。特に経済学の立場から言
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えば，応益課税の王様は個人住民税と土地に対
する固定資産税が１，２という大事な地方税の
税源であると思っております。
先ほど青木局長もお触れになりましたように，

所得税制の見直しと連動して控除の見直しが行
われれば，地方の個人住民税の控除も連動して
見直されるようなことがあるかもしれないと，
私もそう思います。その中で，さはさりながら，
個人住民税を納税している住民はおおむね半分
ぐらいでありまして，それ以下の方は均等割す
ら払っておられないという状況もあります。そ
ういう意味では，高齢化による行政ニーズも高
まる。さらには少子化対策ということで，子ど
も・子育てにも地方自治体は大きな役割を果た
すことからすれば，若い人たちに対する行政
サービスの財源も考えなければならない。
そういうことに思いをいたしますと，個人住

民税には，もちろん所得割という重要な部分も
ありますけれども，均等割の納税者をもう少し
増やす。均等割の金額は払える人からすると，
それほど大きな金額ではないと思いますので，
個人住民税の均等割の標準税率を引き上げるよ
うなことは考えられるのではないかと学者とし
ては思うのですけれども，その実行可能性はど
のようにお考えでしょうか。まず１点お伺いさ
せていただきたいと思います。

〔ふるさと納税制度について〕
それから，もう１点はふるさと納税について

です。ふるさと納税につきましては，まだ確た
る情報は私も報道ベース以上にはありませんけ
れども，いわゆる企業版ふるさと納税を導入し
てはどうかという議論が提起されていると聞い
ております。私が想像するに，企業版ふるさと
納税は，個人版ふるさと納税との対応で言えば，
法人住民税がふるさと納税の対象になるという
ことからすると，企業が何らかの寄附をなさっ
たときにその部分が控除されるということで，
実質的には公的部門ないしは自治体に対してお
金を提供していることにはなるけれども，寄附

をした分だけ法人住民税が軽減されることにな
るのかなという想像をいたすわけです。ただ，
先ほど青木局長もご指摘されましたように，法
人住民税は今のところ地方法人税として，地方
交付税の財源になることが既に始まっておりま
すし，消費税１０％時にはさらに深掘りをされる
ということを先ほど指摘しておられます。資料
で言うと資料32です。
個人版ふるさと納税と同様のことを考えると，

個人版ふるさと納税は地方税のみならず，国税
の所得税の部分も税負担が軽減される，控除さ
れるということで制度設計されています。もし
法人住民税において企業版ふるさと納税をする
ことになったときにどこまで控除を利かせるの
かというところになりますと，税源偏在を解消
することを念頭に，地方交付税財源として地方
法人税を，法人住民税という同じ課税ベースで
なさっておられるとなりますと，その国税の部
分が浸食といったら変ですけれども，個人版ふ
るさと納税と同じことを企業版ふるさと納税で
いたしますと，地方交付税財源の部分まで寄附
した部分が控除されるという話になります。そ
うしますと，何のために地方法人税を地方交付
税の財源にしたのかにも関わってきまして，地
域間の税収格差是正という話と企業の寄附とど
のように整合性を持って制度設計されるのか。
そのところをイメージとしてもし今お話しいた
だけるなら，少しお聞かせいただければなと思
います。

〔固定資産税について〕
最後に１点だけ，これは意見として申し上げ

たいと思います。先ほど青木局長も資料47から
固定資産税についての資料をお示しいただきま
した。私自身は土地に対する固定資産税は，行
政サービスの便益を金銭換算すると，その部分
は利便性が高まった土地という意味で土地の値
段に体化する，帰着するということで，行政
サービスの恩恵がより高まれば高まるほど，そ
の土地の価値が高まって，それが地価に反映さ
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れる。その観点から固定資産税という形でその
行政サービスの便益の一部を自治体が応益課税
することは十分に考えられるかなと思います。
ただ，小規模宅地が特例で６分の１の課税にと
どまっているところだとか，農地の問題もこれ
あり，そういう意味ではもう少し応益課税を強
化するという観点からも，土地に対する固定資
産税の軽減措置については見直しが必要ではな
いか。それぐらいこれからも地方自治体が担う
行政サービスを支える財源として，応益課税と
して重要な位置を占めているものではないかと
思った次第です。以上です。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。では，青
木局長，お答えできる範囲で結構ですので，よ
ろしくお願いします。
―――――――――――――――――――――

（青木） ご質問，ご意見ありがとうございま
した。

〔地方法人課税について〕
塩谷様からは，外形課税の拡大に触れつつ，

地方法人課税を申告する側としての簡素化につ
いてのお話がございました。地方税はわれわれ
が制度を所管しております。一方で，課税庁は
１，７００の地方公共団体ですので，その課税実務
の部分は各地方団体にお願いしなければいけな
いという立場です。制度面で申し上げると，付
加価値割が複雑だということですが，付加価値
割をどうするかという議論があり得るのかもし
れませんが，外形課税をやっていただいている
方々は，その割合が拡充しても，やることは同
じだと思います。仮に対象法人を拡大するとな
ったときにいろいろな対策を考えなければいけ
ない。簡素な仕組みを含めてというのは確かに
そうなのではないかなと思っております。
お話の中で特に実務面でいろいろな申請，申

告の書類等のお話がございました。申告書その
ものは，特に地方法人課税，法人住民税も法人
事業税も全ての地方団体が電子申告を受けられ
る体制になっています。多くの企業は電子申告
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されていると思います。その電子申告の様式は
１つです。ですから，１種類書けば全てという
ことなのです。最後に入る税額がその地域の従
業員数とかと違うということはあるかもしれま
せんが，そこは統一されています。
ただ，それに添付する書類も含めてという問

題だろうと思います。われわれもせっかく電子
申告で統一が図れて，少しでも利便が図れたの
だという中で，さらなる仕事の部分で少しでも
それが統一化されるように，われわれも１，７００
地方団体と少し話をしながら，納税者側の利便
性というのを考えていこうよという話はしてま
いりたいなと思います。

〔個人住民税について〕
それから，土居先生から個人住民税の均等割

を払う人を広げるというお話と額を上げるとい
う話の両方をご指摘いただいたような感じです
が，均等割を払う，払わないのラインが，生活
保護の水準と合わせているという実態がござい
ます。従って，社会保障制度と合わせて考えな
ければいけないという点では，均等割のかから
ない，かかるのラインの引き方というのは難し
い面もございます。
所得税の方の控除が多くなって，課税最低限

が上がるということになって，つられて個人住
民税の非課税限度額が上がっていくと，生活保
護を受けられる人が増えていいのかという問題
にも直面する中で，結局，この部分は社会保障
制度と併せて考えていくのだろうなと思ってお
ります。
われわれとすると，できる限り多くの人が納

めていただくという基本的な考え方を維持した
上で議論を進めていきたいと思っております。
その上で払っていただいている均等割の負担に
さらに上乗せができるかということです。確か
に今の均等割の額ぐらいであれば，若干の上乗
せは可能かとも思いますけれども，復興増税を
個人住民税でもされておりまして，平成２６年度
から平成３５年度まで１，０００円が上乗せされてい

るという状況もございます。
もう１つは，所得課税の中では一番逆進的と

いいますか，一番多くの人に負担をいただいて
いる税ですから，２９年４月に消費税が上がるこ
ととの兼ね合いというのも慎重に考えなければ
いけないとは思います。ただ，議論としてその
部分について上乗せが全く不可能ということで
は恐らくないのだろう。ただ，政治的な側面も
含めて，非常に注意をしながら考えていくべき
課題なのだろうなと思っております。

〔ふるさと納税制度について〕
２つ目は企業版ふるさと納税というお話です。

これは前提として個人版のふるさと納税と違う
ものとご理解をいただいた方がいいかと思うの
です。個人版のふるさと納税はどこかの地方団
体に寄附をする。あとは申告をする。申告をし
なくても済む手続きをするならするということ
に全て尽きてしまいますが，企業版ふるさと納
税については，内閣官房の要望の内容を見ます
と，対象プロジェクトを地方団体が考え，この
プロジェクトを実現するために企業から寄附を
頂いた場合に，企業は地方団体の寄附を全額損
金算入されますけれども，さらに上乗せをした
税額控除等について，法人住民税と法人税の両
方について控除してくれないかという内容とな
っています。要望内容を見る限り，プロジェク
トに対する支援という意味で，個人版ふるさと
納税とは内容を異にしているわけですが，どの
ように制度設計していくかは今後の課題です。
それから，法人住民税自体が税率を下げて，

地方法人税にする過程の中でということも含め
て，天井に突き当たりやすいという問題も確か
にあるわけです。財務省は大変嫌がられている
けれども，要望する側は法人税もと要望してい
るということもあって，その部分では今後どう
いう議論をしていくのかということ，要望側と
の実際の制度設計の中でどういう議論していく
かということなのだろうと思います。
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〔固定資産税について〕
それから，土地に対する固定資産税はご指摘

のとおりだと思います。評価額に対する税額と
いうことで申し上げますと，土地と家屋と償却
資産が固定資産税の課税対象で，評価額で見れ
ば，６割が土地ですが，税額では土地が４割で
すので，土地に対してもう少し負担をしていた
だいていいのかという議論があり得る中で，し
かし，固定資産税に関しては毎年，毎年負担を
しなければいけない税であることから，現実に
は相当難しい壁にぶつかるわけです。２７年度改
正についても多少ぶつかったということではあ
ります。
ただ，そう言いながらも，先ほど資料でご説

明申し上げましたように，不公平があるという
要素はありますし，農地等でも市街化区域内農
地で，最近市街化区域に入ったところと随分前
から市街化区域内で農地をされている方では固
定資産税の負担がだいぶ違うのではないかとか，
そういう心配もございまして，われわれとする
と，その不公平を是正していかない限り，税と
しての信頼は失われかねないわけですから，そ
こを端緒としつつも，中長期的には土居先生の
お考えのようなことも頭に置きながら，その方
向になるように議論を進めていきたいと思って
おります。以上です。

―――――――――――――――――――――

おわりに

（岩﨑） ありがとうございました。本日は大
変丁寧にご説明をいただいたために，予定され
ていた終了の時間を大幅に過ぎてしまいました。
そこで，そろそろ取りまとめに入らせていただ
きたいと思います。
本日は田中参事官，そして，青木局長か

ら，２０２０年を目途に現在進められております国
と地方の税制のオーバーホールの内容について
非常に具体的なご説明をいただくことができま
した。とても有益であったと思います。また，
塩谷理事，そして，土居教授からは今後検討す
べきアイデアが示されまして，これも何らかの
形で実際に政策決定に反映させていただければ
ありがたいと思っている次第です。
また，本日は遅くまで大変多くの方にご参加

いただきました。それだけたくさんの方が今後
の税制について関心を持ってくださっている証
しであろうと思っております。本日の議論が皆
様方の少しでもお役に立てればと願っておりま
す。それでは，本日の討論会はこれにて終了さ
せていただきます。ありがとうございました。
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